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  審査関係質疑応答選集」の 作成について 

労災保険給付に 係る審査請求事務に 関し、 本省に対して 照会のあ ったものの中から 特に審査 

請求事務の参考とすべき 事例を選定し、 別添のとおり「審査関係質疑応答選集」を 作成したの 

で、 今後の事務処理に 遺漏のないように 取り計らわれたい。 
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Ⅰ 労働者災害補償保険審査官 

一 1 一 



( 審査官は審査会の 裁決 側 に拘束されるか ) 

問 1  事務取扱手引に「審査官は、 審査請求について 独立して判断するが、 その判断は法 

合 はもとより通達に 拘束される」とあ るが、 審査制度の関係からしてこの 中に審査会 

における裁決例も 含めて解釈されてもよいように 思われるが如何。 

答 裁決例は判例と 同様に、 審理の参考となるにとどまり、 個別の審査案件の 判断を拘束 

するものではない。 

一 3 一 



( 原 処分 庁 として、 処分の決定に 関与した事案の 審査を直接審理することの 是非 ) 

問 2  審査官就任前に、 原 処分 庁 として処分の 決定に関与した 事案について 自ら審査を担 

当 するこ・とは 好ましいものではないと 考えるが如何。 

答 複数の審査官が 置かれている 局の場合、 設問のような 関係にあ る審査官は、 当該事案 

の 担当を避け、 他の審査官が 担当するよ う 配慮されたい。 また、 単独の審査官の 配置 局 

の場合にあ っては、 一切の予断を 抱くことなく 公平な審理に 当たられたい。 

一 4 一 



( 審査請求人が 審査官の忌避を 申し立てた場合 ) 

問 3  請求人が審査官の 忌避を申し立てた 場合にど う 対処するか。 

答 労 密法においては、 請求人には、 民訴 法 第 24 条のごとく、 審査官を忌避することがで 

る き 旨の規定はない。 したがって、 そのような申立てがあ った場合には、 先客法の制度 
において当該忌避権 を認める旨の 規定は無い言説明をし、 仮に、 請求人が納得しない 場 

合 であ っても、 審査官は審理を 進行し、 適宜決定を行うこと。 

一 5 一 



2 労働者災害補償保険審査参与 

一 7 一 



( 参与が再任の 形で推薦された 場合の履歴書 の 要否 ) 

問 4  労働者及び事業主の 

省略させてもよいか。 

また、 推薦団体が同 

ついても省略してよ い 

  関係団体が参与を 

  じ 団体 

か 。 

であ る 場合 

形
 

  推
 

の
 

該
 
当
 

任
 
再
 

し
 

の
 

薦
 

体
 
団
 

推
 
で
 

薦
 

て 来る場合履歴書の 

性格及び組織状況の こ
 
 
 

を
 

明
 

出
 

説
 

提
 
 
 

苦 参与の履歴事項に 変更がなかったとしても、 指名については 前回の継続ではなく、 1 

期 ごとに独立した 指名であ り、 履歴 ( 経歴 ) に追加又は変更となる 事項も予想されるの 

で、 新任の場合と 同様の手続によられた い 。 また、 推薦 善 に添付する所属団体等に 関す 

る 説明書も同様であ る。 

一 9 一 



( 参与 会の   性格 ) 

問 5  参与の意見を 求めるために 3 名以上の参与が 出席 

係 書証を示しながら 原 処分庁の主張、 審査官の審理 

当該事件に関する 意見を速やかに 審査官に述べても 

0 組織を母体としている 審査請求人が、 この参与 会 

だ 趣旨を含め、 業務上であ ることの意見を 各参与。 

る 。 

会
そ
 

与
、
 

 
 自
説
 

な
 
る
 

 
 司
隆
 
らうことと 

を 開催して、 関 

の結果各参与が 

している 

に 出席して、 自ら 

が   

審査 請 

特定団体 

求 に及   ん 

こ
 
直接陳述 したいと強く 求めてい 

参与会は従来から 公開しなし 

どのようにすべきか。 

、 方法 で 進めてきているところであ る が 、 これの 対   応 を 

答 審査官は、 審理において、 個々の参与から 個別に意見を 聴する場を設定することは、 

実務的に効率的でないので 便宜的に参与会を 設けその場で 参与から意見を 聴していると 

ころであ る。 

したがって、 参与会は、 公開すべきものでなく、 また参与が審査官に 対して事件につ 

いての意見を 述べる場であ って請求人等が 参与に意見を 述べる場ではないので、 請求人 

等の出席要請に 対しては拒否すべきであ る。 
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( 労審令 第 8 条 に 規定する「参与の 意見を尊重」の 意義 ) 

問 6  参与 会 において、 4 名の参与のうち 3 名 (30 は全員 ) か 

断と異なる意見が 述べられた場合においても 審査官は 、 参 

ではないと考えるが、 労 番台第 8 条第 1 項では参与の「 意 

い 」となっている。 

かかる事案において 参与の意見と 異なる審査官の 決定は 

背 することになるのか。 

  ら 結果とし 

  与の意見に 

見を尊重し 

0
 

束
 
け
 

て
拘
な
 

  
審査官の判 

    されるもの 

ればならな 

  労審 令 第 8 条第 1 項に 達 

答 労審令 第 8 条第 1 項の趣旨は、 事案の解明に 当たり、 労使代表たる 参与の専門的知識 

を活用し、 又は、 労使の実情、 慣行等について 正当な意見を 聴くことにより、 審査官の 

審理の慎重、 的確を期することにあ る。 

したがって、 設問のような 場合においても、 審査官が十分な 審理をした結果、 自らの 

判断による結論が 法令・通達に 照らして正しいと 確信する場合には、 その旨の決定を 行 

うべきであ り、 個々の事件について 参与の意見に 拘束されることはない。 
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( 参与に提出可能な 資料の範囲 ) 

問 7  参与にあ らかじめ提供できる 資料がどの範囲か、 また、 参与 会で 供覧できる資料の 

範囲等についてもお 示し願いたい。 

苦 参与 会 にあ らかじめ提供する 資料は、 参与の意見を 聴取するために 必要な範囲で 提出 

するものであ るから、 この趣旨に反しない 限り審査官は 諸事情を考慮の 上適宜取捨選択 

な 行って差し支えない。 また、 参与 余 で供覧する資料についても、 これに準じて 判断す 

ること。 
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( 参与の守秘義務 ) 

問 8  参与が審査官から 送付された関係書類を 請求人又は利害関係者に 渡す ( コピ一 ) こ 

とは審理資料の 守秘義務に抵触することにならないか。 

苦 参与は国家公務員法上の 公務員ではないが、 参与に関係書類が 提示されるのは、 持番 

法 上、 審査官の審理に 関与していることから、 参与が事案に 即した専門的知識及び 労使 

の 実情、 慣行等について 労使の代表者として 意見を陳述するためのものであ り、 参与個 

人に提示されるものではない。 

したがって、 審査官より送付された 関係書類を参与が 請求人又は利害関係者等に 提供 

することはその 職務上不適切であ る。 

なお、 参与への関係書類の 提示については、 その意見を聴取するために 必要な範囲に 

当然限られるものであ り、 慎重な配慮を 願いたい。 
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( 却下決定事案について 参与の意見を 求めることの 要否 ) 

問 9  審理中に、 原 処分 庁 が自らの処分を 取り消した場合、 却下の決定をすることとされ 

ているが、 この場合、 原処分の取消しにより 請求の利益がなくなるので 参与の意見を 

徴する必要はないものと 思料されるが、 その要否について 問 う 。 

答 参与制度の設けられた 理由は、 複雑な労働関係の 場における事案を 解明する労災保険 

の 特殊性によるもので、 審査官が労使代表の 専門的知識を 活用し、 あ るいは労使の 実情、 

慣行等についてそれぞれ 意見を聞くことが 事実の認定等に 当たり資する 所が大きく、 審 

理の公平、 的確を期することができるからであ る。 

設問のように、 原 処分 庁 が自ら原処分を 取り消した場合には、 審査請求を継続する 意 

味 はなくなり、 審査官は、 本案審理を行 う までもなく、 本件請求を却下することとな 

る 。 

したがって、 本案審理を行 う 必要がない以上、 参与からの意見を 徴する必要はない。 

なおこの場合、 審査請求人に 対し却下決定双に 当該審査請求の 取下げを指導すること 

が 望ましい。 
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( 参与の調査権 限等 ) 

問 10  労 番台第 12 条では参与も 証拠となるべき 文書その他の 物件を提出することができる 

ことになっているので、 これらの証拠を 収集するために 参与自身で請求人の 呼出し、 

尋問調査などをする 権 利があ るか。 

答 審査請求人等に 対して出頭を 求め、 審問や意見等を 徴することは、 労審法 第 15 条の規 

定 により、 審査官に認められたものであ り、 参与にはその 権 限はなく、 参与がその必要 

があ ると認めれば、 審査官に対し、 審理のための 処分をなすよ う 申し立てるに と ど ま 

る 。 
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3
 審査請求人及び 利害関係者 
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( 未成年者の審査請求 ) 
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答 未成年者に係る 法律行為は、 法定代理人によるか、 法定代理人の 同意を得て行わなけ 

ればならないとされている。 

したがって、 本件の場合においても、 本人名で審査請求を 行 う ものであ れば戸籍謄本 

等請求人と法定代理人の 関係を明らかにする 書類、 及び同意書を 提出させる必要があ 

60 
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( いわゆる植物状態にあ る審査請求人の 審査請求 ) 
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谷 本件については、 被災者自身が 意識不明であ ることから裁判所から 禁治産者の宣告を 

得た上で法定代理人によって 審査請求を行わせるべきであ る。 

審査請求の期間を 徒過してしまう 恐れのあ る場合は、 法定代理人になると 考えられる 

者に審査請求させ、 これを受け付けた 上で、 正式に法定代理人となった 時点で前記 無権 

代理を遡及して 有効とするか、 請求人の弟が 法定代理人かち 代理権 を授与される 可能性 

が 高ければ、 法定代理人に 請求人の弟を 代理人に選任させ、 当初の審査請求を 遡及して 

有効とする方法も 考えられる。 

( 参考 : 民訴 法 第 34 条 ) 
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問 13 遺 

妻は 

ころ 

審 

決定 

候補償年金受給権 者であ る被災者の子 ( 戸籍上の妻との 間の子であ り、 戸籍上の 

既に死亡している。 ) とは別に被災者の 内縁の妻が遺族補償給付の 請求をしたと 

、 原 処分 庁は 不支給決定し、 審査請求をなされた。 

査官は 、 内縁の妻を受給権 者と認め、 原 処分を取り消したが、 被災者の子はこの 

に 不服であ る。 この場合の被災者の 子の不服申立ての 手続如何。 

答 受給権 者であ った被災者の 子は 、 新たな 原 処分 ( 遺族補償給付不支給決定 ) を受けた 

後で、 その 処分について 審査 請求を行 う こととなる。 
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( 遺族補償年金の 受給資格者の 審査請求人適格 ) 

問 14 遺族補償年金の 受給資格者は 審査請求の適格者として 認められるか。 

答 審査請求人適格を 有するためには、 違法又は不当な 行政処分によって 直接に自己の 権 

利スは 利益を侵害された 者でなければならないが、 遺族補償年金受給資格者にあ っては、 

その権 利、 利益といっても、 それはせ いぜぃ 期待し得るものにすぎず、 未だ直接の権 利、 

利益ということを 得ない。 したがって、 遺族補償年金受給資格者には 審査請求人適格は 

認められない。 
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( メリット制適用事業場の 事業主の審査請求人適格 ) 

問 15 保険料のメリット 制度の適用のあ る事業場であ って、 当該災害に係る 保険給付によ 

って負担すべき 保険料の額に 影響を受けるおそれのあ る事業主については、 審査請求人 

適格はないものと 解釈してよろしいか。 

答 貴 兄 のとおり。 

，参考 : 使用者は、 労災保険を給付する 旨の決定にっき、 その災害補償事由の 存否を争、 

ぅ法律上の利益を 有しないから、 右 決定に対し、 労災 法 第 35 条第 1 項による 審 

普請求をする 適格を有しない。 

  東京地判 昭和 36 年 11 月 21 日 昭和 35 年 ( 行 )  36 号   
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( 審査請求人が 死亡じた場合に 承継人となる 者 ) 

問 16 審査請求人が 審査請求決定前に 死亡した場合は、 労 審決 第 m7 条により承継人が 審査 

請求の手続を 受け継ぐものとされているが、 「事務取扱手引」 中 、 審査請求手続を 法 

律上 受け継ぐことができる 者は「相続人 ( 相続人がないときは 相続財産管理人 ) 」と 

なっており、 労災 法 第 11 条に定められている 未 支給の保険給付の 請求権 者との関係に 

つき疑義があ り、 お伺いしたい。 

答 審査請求人が 死亡した場合、 審査請求の手続を 受継する承継人とは、 必ずしも相続人 

をさすものでなく、 原 処分の取消しにより 法律上の利益を 得る者を いう ものであ り、 こ 

れは行書法第 37 条第 1 項の「相続人その 他法令により 審査請求の目的であ る処分に係る 

権 利を承継した 者」と同様と 解される。 

労災保険給付に 係る審査請求事件の 場合、 承継人は一律には 定めまらず、 保険給付の 

種類その他の 区分により次のようになる。 

0  遺族補償給付及び 遺族給付以覚の 保険給付に係る 審査請求 

1. 審査請求人が 被災労働者自身であ る場合 

承継人は 、 ①   労災 法 第 11 条第 1 項に規定する 未 支給の保険給付の 受給権 者 

② ①が存在しないとき、 審査請求人 ( 被災者 ) の相続人 

の 順位となる。 

2. 審査請求人が 未支給の保険給付を 請求した者であ る場合 

承継人は 、 ① 未 支給の保険給付の 受給権 の順位が審査請求人と 同順位にあ る者 

② ①が存在しない 場合、 審査請求人の 相続人 

の順位となる。 

0  遺族補償年金又は 遺族年金に係る 審査請求 

承継人は 、 ① 遺族補償年金 スは 遺族年金の受給権 の順位が審査請求人と 同順位に 

あ る者 

② ①が存在しない 場合、 受給権 の順位が審査請求人の 次順位にあ る者 

③ ①及び②が存在しない 場合、 審査請求人の 相続人 

0  遺族補償一時金又は 遺族一時金に 係る審査請求 

承継人は 、 ① 遺族補償一時金又は 遺族一時金の 受給権 の順位が審査請求人と 同 順 
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位 にあ る者 

② 労災 法 第 11 条第 1 項に規定する 未 支給の保険給付の 受給権 者 

③ ①及び②が存在しない 場合、 審査請求人の 相続人 

なお、 事務取扱手引 5K ぺージ、 「審査請求人が 遺族補償一時金又は 遺族一時金を 請 

ました者であ る場合承継人は、 審査請求人の 相続人」の部分は、 この質疑応答をもっ 

て 訂正する。 
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( 代理人の選任等の 時期に制限はあ るか ) 

問 17  審査請求受理後においても、 本案決定までの 間であ れば、 人数、 時期等に関係なく 

審査請求代理人を 追加選任することは 差し支えないものと 解してよろしいか。 

答 労 審決第 9 条の 2 の規定により 審査請求人は 、 自ら委任する 代理人によって 審査請求 

することができることとされている。 この場合、 代理人は請求人の 委任により本件請求 

に 係る手続の一切の 行為を行 う ものであ るが、 審査の終結までの 間代理人の変更、 追加 

は 、 原則として自由にできるものであ る。 
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( 代理人の代理権 の範囲 ) 

問 18  審査請求代理人は「審査請求人のために、 当該審査請求に 関する一切の 行為をする 

ことができる。 」 ( 労 密法第 9 条の 2) とあ るが、 審査請求書を 作成提出するほか 具 

体 的にはどのような 行為ができるか。 

答 審査請求代理人の 代理権 の範囲については、 持番 法 上具体的な規定がなく、 専ら当事 

者 間で自由に定めることができる ( 民訴 法 第 55 条参照 ) 。 

したがって、 審査請求書の 作成提出に限らず、 意見の陳述 ( 労 審決第 13 条第 2 項、 第 

13 条の 2) 、 審理のための 処分の申立て ( 同法第 15 条 ) 等、 審理の全過程において、 審 

査 請求人を代理することができる。 

なお、 審査請求の取下げについては、 請求人の特別の 委任を要する ( 同法第 9 条の 2 

第 2 項ただし 書 ) 。 
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( 「高度の精神障害」のあ る審査請求人の 委任状の適法性 ) 

問 19 棟処分 庁が 「高度の精神障害 ( 痴呆 ) あ り」として障害等級第 2 級と認定し処分し 

たことに対して、 「重度の精神障害 ( 痴呆 ) があ り 第ど級 とすべき」との 趣旨をもっ 

て 、 弁護士を代理人として 委任状添付の 上、 審査請求に及んだ。 

この場合の委任は、 審査請求人の 意思に基づく 適法なものと 解してよいか。 

答 請求人が高 ( 重 ) 度の精神障害を 有している場合であ っても、 有効な委任状を 添付さ 

れておれば、 代理人による 適法な審査請求が 行われたものとして 取り扱われた い 。 

この場合、 請求人の行為能力が 制限される場合 ( 請求人が禁治産者又は 準禁治産者で 

あ る場合 ) においては、 民法の定める 手続によって 処理されたい。 

，参考 : 準 禁治産宣告は 受けていないが 成年後も 12.3 歳程度の精神能力しかない 者が 、 

した控訴の取下げは 無効であ る。 他方、 控訴提起自体はその 趣旨を容易に 理解 

しぅ るから、 有効であ る。 

  最判昭 29 年 6 月 11 日 展 集 8  一 7  一 1055   
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( 審理途中の代理人の 変更に伴 う 審査請求書の 代理人欄の取扱い ) 

問 20  審査請求が労密法第 9 条の 2 第 1 項に基づき代理人によって 行われている 場合に 、 

審理途中で代理人の 変更が申し立てられたときは、 代理人の解任 居 、 新しい代理人の 

委任状提出を 指導しているが、 ・この場合に 審査請求書についても、 氏名・ E ロの 変更は 

必要か。 

答 審査請求書の 氏名・印の変更は 必要ない。 
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4  審査請求の対象 
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( 障害等級の審査請求中に、 再発が認められた 場合の取扱い ) 

問 21 障害等級に関する 審査請求中に、 当該傷病の再発が 署長により認定された 場合、 再 

発した傷病の 治 の 時点において、 改めて署長により 当然残存障害の 認定がなされるこ 

とになるが、 審査官としては 審査請求中の 事件は再発の 認定とは関係なく 審査決定す 

べきものと思 うが、 差し支えないか。 

答 責具のとおり。 

一 33 一 



( スライドによる 年金の給付額の 変更決定 ) 

問 22  スライドによる 年金給付の変更決定は 審査請求の対象として 取り扱われているが、 

その根拠を明示顕 い た い 。 

答 審査請求の対象となるものは、 労災保険に関する 処分のうち、 保険給付に関する 決定 

に 限られる ( 労災 法 第 35 条第 1 項 ) 。 

スライドによる 年金給付の変更決定は、 受給権 者の年金額を 一方的に変更するところ 

の 保険給付に関する 行政処分 ( 決定 ) であ り、 審査請求の対象となる。 

 
 

4
 
3
  
 



( 労基法第 m2 条第 8 項に基づき局長が 決定した平均賃金に 相当する給付基礎日額に 係る審査 
請求 ゥ 

問 23 労基法第 12 条第 8 項に基づき局長が 決定した平均賃金に 相当する給付基礎日額に 係 

6 審査請求の取扱いについてはどのように 取り扱うべきか。 

答 局長が労基法第 m2 条第 8 項の規定により 行った平均賃金の 決定処分は、 保険給付に 関 

する処分ではないので、 労 密法ではなく、 付番 法 に基づく審査請求の 対象となる。 

ただし、 この平均賃金に 柏手する給付基礎日額に 基づいて署長が 行った保険給付につ 

いては、 労審 法の審査請求の 対象となる。 

したがって、 請求人の申立ての 趣旨が、 保険給付に関する 決定の取消しを 求めている 

ものか否かほついて 十分に把握して 処理されたい。 

( 参考 : 平成 2 年 3 月 27 日付補償 課 第二業務班長事務連絡「事務取扱手引」 217 ぺージ ) 
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都道府県労働基準局長の 決定に係る平均賃金に 相当する額を 給付 

基礎日額として 行った労災保険給付の 審査請求事案の 処理について 

( 平成 2 年 3 月 27 日 事務連絡 ) 

労働基準法第 m2 条第 8 項の規定による 平均賃金決定に 係る事務処理については、 平成 2 年 2 

月 21 日付け補償課長、 労働時間課長連名門かんにより 指示されたところですが、 都道府県労働 

基準局長の決定に 係る平均賃金に 相当する額を 給付基礎日額として 行った労災保険給付に 関す 

る処分について、 労働者災害補償保険審査官 ( 以下「審査官」という。 ) に対し、 労働保険塞 

査 官及び労働保険審査会 法 ( 以下「 労審法 」という。 ) に基づく審査請求が 行われ、 当該不服 

が平均賃金の 決定そのものを 内容としている 場合の審査官における 事務処理については、 今後、 

下記のとおりとすることが 妥当と考えられますので、 その取扱いについては 遺漏のないよう 周 

前方お願いします。 

なお、 本 取扱いたっけては、 賃金時間部労働時間 諜 企画室と協議済みですので、 念のため 申 

し 添えます。 

- 己 

1  都道府県労働基準局長が 平均賃金を決定するに 当たり、 請求人に対し 決定通知を行って い 

6 場合 

Ⅲ 平均賃金決定について、 行政不服審査法 ( 以下「付番 法 」という。 ) に基づく労働大臣 

に 対する審査請求期間を 徒過し処分が 確定している 事案については、 当該平均賃金に 相当 

する額を給付基礎日額とすることが 適当であ るか否かのみについて 判断するものとし、 平 

均 賃金の内容そのものについての 判断は要しないこと。 

(2) 平均賃金の決定処分について 労働大臣に対して 審査請求がなされている 場合には、 その 

裁決をまって 上記Ⅲの処理を 行うこと。 

2  都道府県労働基準局長が 平均賃金を決定するに 当たり、 何らかの事情により、 請求人に対 

し決定通知を 行っていない 場合 

現に 労 密法上の審査請求か 行われており、 スは 今後行われた 場合は、 関係部署と連携をと 

り 、 あ らためて請求人に 対して決定通知を 行った上で、 平均賃金に対する 不服については、 

行客 法 により行 う べきものであ ることを説明し、 労審法 上の審査請求は 取り下げるよ う 指導 

すること。 

なお、 当該指導にもかかわらず、 労 審決上の審査請求を 取り下げない 場合には、 平均賃金 

の 決定処分が確定するのをまって、 上記 1 により処理を 行 う こと。 
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( 受給中の労働者から「平均賃金算定期間のとり 方の誤り」とする 審査請求 ) 

問 24  審査請求の対象とすることができるのは、 労災保険に関する 処分のうち、 保険給付 

に関する決定に 限られているが、 次のような場合には 審査請求の対象となるか。 

休業補償給付請求について 事業主が平均賃金算定内訳欄を 記入し、 証明し、 請求人 

は、 これを署に提出、 調査の結果記入の 誤りがな い ので請求人の 請求どおり給付して 

いたものであ る。 

しかるに請求人は、 後日平均賃金算定の 期間のとり方に 誤りがあ るとして審査請求 

に 及んだものであ る。 

なお、 請求人は坑内作業に 従事していたが 廃坑の為城覚作業に 転換、 その後退職、 

振動障害の認定を 受けたもので、 平均賃金算定期間は 坑 外 作業従事期間となっている 

ので、 賃金が著しく 低くなっていると 主張している。 

答 請求人の請求どおりに 給付基礎日額を 算定し、 休業補償給付の 支給処分を行ったとし 

ても、 処分は法令及び 通達に適合している 必要があ る以上、 請求人の給付基礎日額が 適 

正 か否かほついて 審理すべきことになる。 
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( 休業特別支給金に 係る審査請求・ 不服申立ての 可否 ）
 

問 25  休業補償給付の 支給請求と休業特別支給金の 支給申請とは、 同一用紙により 同時期 

になされるが、 この請求に対して、 署長が不支給決定の 処分をしたときの 労災 法 第 35 

条の規定に基づく 審査請求は、 休業補償給付についてのみ 可能であ り、 休業特別支給 

金は ついては、 付番法の規定による 不服申立てを 行わなければならないと 解されてい 

ると思われるが、 その取扱い如何。 

」 

答 各種特別支給金をはじめとする 労働福祉事業とし 

府が労災海の 目的に従い、 専らその自由裁量によっ 

法的に実施を 義務付けられる 性質のものではない。 

したがって、 これら給付については、 政府が保険 

悪 的 サービスとして 行うものであ って、 行書法第 1 

公権 力の行使に当たる 行為と解することはできず、 

ならないと解しているところであ る。 

て 行われる 

て 決すると 

      者たる地位 

条 第 1 項に 

行客 法 によ 

各種給付 ほ ついては、 政
 

ころ にゆだねられ ており、 

  に 基づ   い て行 う 一種の恩 

いう行政庁 の 処分 そ
 
の他 

る
 
不服申立て 0 対象とは 
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( 労災就学等援護 費 に係る審査請求の 可否 ) 

問 26 平成 3 年 3 月 19 日付 基 登第 155 号によると、 労災就学援護責善、 労働福祉事業とし 

て行われる各種給付金については、 待客 法 による不服申立ての 対象とならない 旨 示さ 

れているが、 一方昭和 45 年 12 月 10 日付け本省労働基準局労災管理課長及び 労災保険業 

務 室長からの事務連絡によると、 労災就学援護 費 の不支給決定は 公権 力の行使に当た 

る行為に含まれ、 行書法に基づく 不服審査の対象となる、 と示されている。 いずれの 

取扱いが正しいか。 

答 労災就学援護 費は ついては、 政府が労災保険法の 目的に従い、 専らその自由裁量によ 

って決するところにゆだねられており、 法的に実施を 義務付けられる 性質のものではな 

い 。 したがって、 この給付については、 政府が保険者たる 地位に基づいて 行う一種の恩、 

恵的 サービスであ って、 行書法第 1 条第 1 項にい う 行政庁の処分その 他公権 力の行使に 

当たる行為と 解することはできず、 行書法に基づく 不服審査の対象とはならないと 解し 

ているところであ る。 

なお、 昭和 45 年 12 月 10 日付け事務連絡は、 昭和 54 年 9 月 14 日付け事務連絡により、 不 

服 申立てに関する 部分が削除されているところであ る。 
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( 診療費の査定 減 に対する審査請求 ) 

問 27 被災者の指定医に 係る診療費の 査定 減 に対する不服申立てはどのように 取り扱うべ 

きか。 

答 被災者が査定された 額について療養の 費用請求書をもって 監督署長あ て請求し、 これ 

ほ ついての不支給決定を 経た上で、 審査請求を行うこととなる。 
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く じん肝管 理 区分 ほ ついて、 労働大臣   の 変更決定がなされた 事案の審査請求の 可否 ) 

問 28 局 

が、 

取消 

大臣 

長からじ 

労働大臣 

しという 

の決定 結 

ん 師管理区 

    からじん 肺 

ことになる 

  果に基づく 
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と 決定され、 療養及び休業補償給付を 支給されて ぃ 

区分 2 であ ると遡及し変更決定された 場合、 支給 決 

この場合審査請求はできるか、 請求できるとした 場 

を審査官が審理できるか。 

者
の
 
、
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定
 ム
口
 

  

答 じん肺症に係る 療養および休業 

基づき、 署長が、 労基別別表第 1 

給 決定を行 う ものであ る。 

設問の如き場合は、 署長が、 じ 

ったものであ り、 これは保険給付 

補
の
 

 
 

の
と
 

 
 局
疾
 

、
る
 

は
す
 

て
当
 

 
 
 
 

 
 給
第
 

 
 

  

に
支
 

定
木
 

決
は
 

の
又
 

公
 
給
 

区
支
 

埋
め
 

管
そ
 

肺
、
 

ん
て
 

じ
し
 

ん航管理区分の 変更に 

に関する処分であ るか 
 
 

を
行
 

定
 

。
 

決
る
 

禅
な
 

取
と
 

の
 
家
 

定
対
 

決
 

め
 

結
末
 

支
請
 

、
査
 

一 41 一 



5 審 査 請 求 手 続 
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( 審査請求期間に 係る起算日であ る「処分があ ったことを知った 日 」の解釈 1) 

  問 29  下記のとおり 原 処分庁から支給決定・ 通知がなされた 事案について、 審査請求人か 

ら、 「 原 処分に関する 通知が届いておらず、 支給決定のあ ったことを口座に 振り込ま 

れているのを 知って 、 署に確認して 初めて知った。 」旨の主張がなされ、 第三者の証 

言等もない場合には、 「 原 処分のあ ったことを知った 日 」を署に確認した 日と解して 

差支えないか。 

支給決定年月日 平成 9 年 8 月 Hl 日 

支払年月日 平成 9 年 8 月 15 日 

支給決定通知書 ( 普通郵便 ) 発送日 平成 9 年 8 月 15 日 

銀行振込確認・ 監督署確認 日 平成 9 年 9 月 10 日 

審査請求年月日 平成 9 年 11 月 6 日 

答 貴兄のとおりとして 差し支えない。 

審査請求期間は、 処分のあ ったことを矢口った 日の翌日から 起算される。 

「処分のあ ったこと」とは、 処分が柏手方に 対して効力を 生じたことをいうものと 解 

されている。 

柏手方は、 処分が自己に 到達することによって、 処分のあ ったことを知ることになる。 

処分が到達するとは、 柏手方がその 処分を了知 しぅ べき客観的状態が 生じたことを 意 

味する。 書面で行われる 処分を柏手方がいったん 受領した後、 これを返上しても、 処分 

は 到達したものと 認められる。 正当な理由なく 受領を拒否した 場合も同様と 解される。 

書面で行われる 処分が郵送された 場合、 その書面が相手方の 住所に配達されたときに、 

処分は到達したものとみなされる。 そして郵便は、 発送の日から 相当の期間内に 配達さ 

れたものと 推認 される ( 広島地判 昭 41. 11. 30 訟務月報 13 一 2 一 261) とした判例もあ る。 

( 「処分があ ったことを知った 日 」について疑義があ るものについては 個別に本省に 照 

会されたい。 ） 

一 45 一 



( 審査 請 末期間に係る 起算日であ る「 処分があ ったことを知った 日 」の解釈 2) 

問 30  署長が障害補償給付 

に 郵送したが、 当時 請 

も 住所不定のため 不文 

たとき、 請求人が署へ 

長の不支給決定に 関す 

理しなければならない 

  不支給決定通 

  求人は刑事事 

    給 決定通知書 

  出頭して初め 

  る通知が柏手 

か、 どうか。 

知を障害補償給付請求書 

仲 のため刑務所に 服役中 

は郵便局より 署へ 返戻さ 

て不支給決定の 事実を知 

方 に到達していない 事情 

記
約
た
審
 孝
 

に
（
 
れ
り
 を
 

載する・請求人の 

10 ケ月 ) で、 出 

まま約 1 ケ年経 

査 請求をしたが 

慮し 、 審査請求 

前
後
し
 
署
受
 

住
所
 
過
 

、
 は
 

谷 本件の場合、 

に出頭した 日 」 

したがって 、 

行われた場合に 

請求人に対し、 処分が到達していないと 考えられるので、 「請求人が署 

をもって「 原 処分があ ったことを知った 日 」とすべきであ る。 

「請求人が署に 出頭した 日 」の翌日から 起算して 60 日以内に審査請求が 

は、 受理すべきであ る。 
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( 持番 法 第 8 条第 1 項ただし書の「正当な 理由」 ) 

問 31 審査請求期間が 60 日以上徒過した 場合、 「正当な理由で 徒過したことを 疎明した時 

は 」の「正当な 理由」とはどのような 理由をい う ものであ るか、 具体的 側 により教示 

願いたい。 

答 労審法 第 8 条第 1 項ただし書の「正当な 理由」とは、 法定の審査請求期間内において、 

期間徒過の責を 請求人に帰すべきでないと 判断される事情の 存在をい う ものであ り、 例 

えば、 

イ 天災地変等一般に 請求人がいかんともすることができない 客観的事情のため 審査 請 

求ができないと 認められる場合 

ロ 健康保険に請求していた 期間については、 その処分、 決定 スは 裁決のあ ったことを 

知った日まで 

は正当な理由が 存在したとして 取り扱うこと。 

これに対し、 例えば、 法定請求期間徒過後の 事業主柏手の 民事裁判中に、 裁判に要す 

る資料から、 先に決定された 障害等級にもみられていない 障害の残存していたことを 知 

り 審査請求をしたような 場合には、 「正当な理由」を 論ずる余地がなく、 法定期間 徒 

過 後の請求であ るため、 これを受理すべきではない。 
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( 審査請求期間の 最終日が日曜、 土曜、 祝祭日等の場合の 取扱い ) 

問 32 審査請求期間の 最終日が、 日曜、 土曜、 祝祭日、 年末年始休暇又は 閉斤目 等め 期間 

に 当たる場合、 その翌日に審査請求書が 提出されたとき、 その取扱い如何。 

答 審査請求期間の 最終日 ( 末日 ) が行政機関の 休日 ( 日曜日、 土曜日、 国民の祝日に 関 

する法律に規定する 休日並びに ¥2 月 29 日から 1 月 3 日までの 日 ) に当たるときは、 行政 

機関の休日の 翌日をもって 満了するものとして 取り扱うこととなる 人参考 : 行政機関の 

休日に関する 法律第 2 条。 ) 。 
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( 必要記載事項等を 欠く審査請求の 取扱い ) 

問 33  審査請求は労 審法 第 9 条、 労 審令 第 4 条及び 労 蕃別第 2 条により一定の 方式によっ 

て 請求しなければならないこととなっているが、 かかる方式によらない 手紙あ るいは 

葉書により請求人の 住所氏名の外、 単に請求の要旨又は 不服の点のみを 記載して審査 

官 あ て請求された 場合、 その記載内容により 請求の意思表示が 認められるものであ れ 

ば 、 これを持番 法 第 8 条にい う 審査請求とみなし 得るか。 

谷 本件は審査請求とみなして 差し支えない。 このように、 審査請求が不適法であ っても 

その欠陥が補正し 得る場合は、 補正させた上で 受理することとなる。 ただし、 補正する 

ことができない 場合は、 その審査請求は 受理することなく 決定をもってこれを 却下する 

こととなる。 
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( 電話による審査請求の 取扱い ) 

問 34 電話で審査請求があ った場合において 審査請求聴取書 ( 審査様式第 2 号 ) を作成し 

たが、 記名押印することができない。 この場合において、 日付はどのようにすればい 

い のか。 

答 電話により審査請求を 受け付けることは、 手続の明確性、 証拠保持の観点から 好まし 

いことではなく、 できる限り、 来 序スは 郵送により審査請求書を 提出するよ う 指導する 

- し と 。 

なお、 何らかの事情により、 60 日以内に提出ができない 可能性があ る場合であ って 、 

期間徒過を避けるために、 やむを得ず電話で 受け付ける場合にあ っては、 電話を受けた 

日が 「受付 日 」となるが、 審査様式第 2 号「審査請求聴取書」は「上記のとおり 録取 し 

て読み聞かせたところ、 相違なきことを 認めたので、 この聴取書を 作成した。 」とあ り、 

あ くまで請求人に 誤りのないことを 読み聞かせた 上でないと作成したことにはならない 

ため、 作成日は請求人が 署名捺印した 日を記載することとなる ( この場合にあ っては、 

電話で受け付けた 経緯を必ず記録に 残しておくこと。 ) 
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( 口頭による審査請求に 対応する 署 職員の指名 ) 

問 35 署においてロ 頭による審査請求があ った場合に署長があ らかじめ指名する 職員がこ 

れを受け付けることとなっているが ( 労 塞金第 5 条第 2 項 ) 、 その指名はどのように 

するのか。 

答 特に指名方法についての 規定はないが、 事務分掌等で 明示しておけば 足りるものであ 

る 。 

事務的には、 署の労災主務課長が 対応することが 望ましいものであ る。 
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( 審査請求書の「審査 請   求の趣旨 」欄に記載 する 処分年月 日 ) 

問 36  審査請求書の「審査請求の 趣 

0 月 0 日に行った休業補償給付 

平成 0 年 0 月 0 日は、 署長の決 

べきか。 

す
す
入
 

載
関
記
 

記
 
に
を
 

に
給
日
 

欄
 
文
月
 

 
   る 「 " 労働基準監督署長が、 平成 0 年 

  6 処分を取消す 旨の決定を求める」の 

  すべきか、 署長の通知年月日を 記入す 

答
 

書
よ
 

求
も
 

詣
 
で
 

査
れ
 

審
ず
 
 
 

載
 

 
 の
い
 

 
 
から、 審査請求 0 対象 たる処分を把握することができれば よい ので、 
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審査請求書に 必要記載 事項以外の作成代行者の 署名押印が あ る 場 合の取扱い ) 

問 37  審 

書類 

つ、 

か 。 

      査 請求人文 

    作成を依頼 

作成代行者 

は
し
と
 

代理人が、 社会保険労務士に 労働保険審査請求書 ( 様式第 1 号 ) 

た 場合、 当該審査請求書に 審査請求人又は 代理人が署名押印し、 

して社会保険労務士が 署名押印して 提出することは 差し支えな 

の
 
か
 

い
 

答 審査請求を 

載し、 請求人 

したがって 

ば、 作成提出 

書
は
 
走
行
 

文
久
洪
化
 

で 行う場合には、 審査請求書 ( 労 蕃別様式第 1 号 ) に法定 

代理人が記名押印すべきことになっている。 

の事項が記載してあ り請求人又は 代理人の記名押印があ る 

者として社会保険労務士の 署名 押 E 口があ っても差し支えな 

の事 

の
 

。
 

ち
 
い
 

れ
 

-
 
己
 
-
 
圭
 
Ⅰ
 

あ
 

を
 
項
 

で
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( 以前に再発認定に 関し棄却の裁決 歴 のあ る者の再々発に 関する審査請求の 取扱い ) 

問 38  再発関係の再審査請求事件について、 既に審査会において 棄却の裁決を 受けた請求 

人から、 前回とほぼ同様の 症状で再発認定に 関する審査請求が 出された場合、 審査官 

は 「一事不再理の 原則」で却下できないか。 

答 一個の処分に 基づく複数の 審査請求に対しては、 一事不再理の 原則により後出の 審査 

請求を不適法なものとして 却下することになるが、 設問の場合は 時点を異にした 別個の 

請求に対する 別個の処分についての 審査請求であ ると考えられ、 本案審理の上、 決定す 

べきものであ る。 
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( 保険給付を受ける 権 利が時効消滅している 場合の取扱い ) 

問 39  保険給付を受ける 権 利が時効によって 既に消滅したものであ る場合、 受理前の要件 

審理において「請求の 利益は存しない」ものとし、 却下してよいか。 

答 保険給付を受ける 権 利が時効によって 消滅したか否かを 審理することとなるので、 審 

査 請求を却下することはできない。 
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( 審 連中に原処分 庁 が原処分を取り 消した 場合の取扱い ) 
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こととなる。 
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  ( 補正命令の期間と 命令に応じないときの 取扱い ) 

問 41 1. 労 審決第 lU 条の規定により 補正命令をなす 場合、 相当の期間を 定めて行 う こと 

とされているが、 最大限どの程度の 期間を設ければよ い のか。 

2. 審査請求の補正命令を 出し、 指定期日を過ぎているのに 拘らず、 何ら遅延理由 

を 疎明することなく、 また補正した 請求書を提出しない 場合、 本件を直ちに 却下 

して差し支えないものと 思料するが如何。 一応遅延理由の 疎明を求め、 その甲立 

理由に基づき、 却下すべきか 否かを判断するのが 妥当とも考えられるが、 その措 

置について明らかにしていただきた い 。 

答 1. 補正の内容にもよ・るが、 郵送等の時間を 考慮し、 2 週間程度と考えてよい。 

2.  しかしながら、 この期間経過後も 機械的な却下の 取扱いは避け、 一応督促等を 行 

い、 補正の意味、 これに応じないときの 効果等、 適切な f 旨 導を行うこと 0 これら指 

導を行った後も、 なお補正に応じないとき 等は、 却下して差し 支えない。 

この場合、 督促・指導等の 経過及び内容を 記録し、 関係文書の保存を 行 う こと。 
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( 補正命令を出した 後、 審査請求人が 所在が不明になった 場合の処理 ) 

問 42 審査請求後、 記載内容不備のため、 請求人に対し、 補正命令を発出したところ、 所 

在 不明となった 場合、 この処理について 御 教示願いたい。 

答 審査請求が不適法であ ってその欠陥が 補正することができるものであ るときは、 相当 

0 期間を定めて、 補正すべきことを 命じなければならない。 ただし、 その不適法が 軽微 

なものであ るときは、 補正を命ずる 必要はないとされている ( 持番 法 第 11 条第 1 項 ) 。 

審査請求の不適法が 軽微でなく補正の 必要があ る場合に補正を 命じたところ、 亨   求人 
が 所在不明であ ったというようなときには、 できる限り請求人の 所在を確認する 必要が 

あ るが、 それでも所在不明の 場合には、 相当の期間が 経過した時点で 却下の決定をする 

こととなる。 この場合の決定書の 送付は、 公示送達の方法による。 
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7
 木 棄 審 理 
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( 審査請求人から の 説明 ）
 

問 43  党 審令 第 11 条により、 審査官の審理にあ っては、 請求人 

ないと規定されているが、 すべての事件について 必ず説明 

のかどうか。 

請求人を呼び 出しても出頭しない 場合、 請求人が遠隔の 

おいて、 請求人の説明を 求めることなく 決定しても、 その 

のかどうか。 

の 説明を 

を求めな 

地に居住 

決定の効 

求めなければなら 

ければならないも 

している場合等に 

力に影響がな い も 

苦 労番台 第 ml 条の趣旨は、 審査の公正適確を 期するためのものであ るから、 必ず諸 

等に対して説明を 求めるべきであ るが、 相当期間が経過してもその 回答が得られな 

た 場合には、 その事実経過を 記録し、 関係文書 ( 通知書等Ⅰの 保存を行うこと。 

なお、 手続上、 同条に基づく 説明を求めることなく 決定した場合には、 審理手続 

疵 があ るとして、 決定の効力に 影響を与えかれないので、 留意をすること。 

入
 

っ
 

暇
 
こ
 
 
 

求
か
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( 請求人からの 聴取を行 う 際の代理人の 了解の必要性 ) 

問 44  「迅速処理マニュアル」の 第 3 の 1(3) 「 ハ ．代理人が選任されている 場合の留意 

点 」 (P20) について 

代理人が選任されている 場合に聴取・ 調査等を行うに 当たって、 その都度代理人の 

了解を得る必要があ るか。 

答 法的に請求人からの 聴取は労 審今 で義務付けられていること、 審査官は必要があ れば 

職権 で調査を行えることから、 代理人の了解を 得る必要はない。 
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( 言語・筆記能力のな い 請求人からの 聴取 ) 

問 45  党密法第 15 条第 1 項第 1 号により審査請求人から 聴取する場合に、 請求人が全く 口 

が 利けず、 筆記もできない 時はすべて補佐人が 請求人に 伐 って行ってよいものかどう 

か 。 

また聴取書の 署名押印は、 請求人及び補佐人の 記入が必要となると 思、 ぅが 如何。 

答 補佐人は、 代理人と異なり、 請求人の意思を 単に伝達する 者であ る。 したがって、 当 

該補佐人の介添えにより 聴取した事項が、 請求人自身の 意思い食い違いがないかを 聴取 

後 十分に確認する 必要があ る。 

この際設問の 如く請求人に 筆記能力がなければ、 当該請求人の 同意を得た上で 補佐人 

が 請求人の署名押印をすればよく、 補佐人の署名押印は 必ずしも必要でない。 

また、 請求人にこの 確認の読み聞かせをした 後、 聴取書の末尾に「右のとおり 録取 し 

て 補佐人 0000 を介して読み 聞かせたところ、 誤りのなびことを 申し立てたが、 請求 
人 無筆のため、 請求人より依頼を 受けた補佐人 0000 が代わって署名押印した」旨を 

明記しておくこと。 
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( 聴取書への署名押印が 拒否された場合の 取扱い ) 

問 46  請求人に対し、 審問を行い、 聴取書を作成し、 読み聞かせた 上で、 署名押印を求め 

たところ拒否されたが、 このような場合、 労密法第 15 条第 5 項の規定により 棄却して 

よ いか 。 

答 審査官の審問に 対し請求人が 答弁 ( 陳述 ) していることから、 労 密法第 15 条第 5 項の 

規定により棄却することはできない。 

請求人が、 署名押印を拒否する 理由が不明であ るが、 聴取書に請求人の 意図に沿わな 

ぃ 記載があ る場合には、 訂正すること。 

なお、 聴取書の記載に 間違いがないことを 請求人が認めた 上で、 なんらかの理由によ 

り 署名押印を拒む 場合には 

く例 》 

申述 人 00  OO 

 
 

上記のとおり 録取 して読み聞かせたところ、 誤りのないことを 申し立 

  てたが、 「 00O00 だから署名できない」と 言って署名押印を 拒否 

した。 

のように記載し、 本案審理を進めることとなる。 

( 参考 1 : 芳 書法第 15 条第 5 項 ) 

審査請求人 スは 第 13 条第 1 項の規定により 通知を受けた 利害関係者が、 正当な 

理由なく、 第 1 項第 1 号若しくは第 2 項の規定に反して 出頭せず、 審問に対して 

答弁せず、 報告せず、 若しくは虚偽の 陳述若しくは 虚偽の報告をし、 第 1 項第 2 

号の規定による 処分に違反して 物件を提出せず、 第 1 項第 4 号若しくは第 2 項の 

規定による検査を 拒み、 妨げ、 若しくは忌避 し 、 又は第 1 項第 5 号の規定による 

処分に違反して 医師の診断を 忌避したときは、 審査官は、 その審査請求を 棄却し、 

又はその意見を 採用しないことができる。 
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( 参考 2 : 最判 昭和 28. 1. 27 別 集 7 一 1 一 64) 

検察官が供述調書を 作成する際には、 これを供述者に 読み聞かせなければなら 

ないが ( 刑訴法 198 条 4 項及び 223 条 2 項 ) 、 この手続が仮に 取られなかった 場合 

でも、 その一事を持って、 供述調書の証拠能力が 直ちに失われるものではなく、 

刑訴法 322 条 スは 321 条の要件を満たす 限りこれを証拠とすることができる。 
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( 「意見の聴取」とⅠ説明の 聴取」の区分 ) 

問 47  「迅速処理マニュアル」の 15 ぺ ー ジにおいて、 請求人から意見を 聴取する場合は 配 

達 証明 付 で、 請求人から説明を 聴取する場合は 簡易書留郵便で 来 庁を要請するとされ 

ているが、 意見の聴取と 説明の聴取とはどういう 区分となるのか。 

また、 郵送方法が異なるのはどういう 理由からか。 

答 「意見の聴取」については、 持番 法 第 13 条の 2 の規定により、 審査官は審査請求人の 

申立てがあ ったときは、 審査請求人に 口頭で意見を 述べる機会を 与えなければならない 

と きれており、 過去の判例では、 この機会を付与，しなかったのは 不適法であ り、 決定手 

続には重大な 暇疵 があ るとして取り 消されている ( 大阪高裁昭和 60 年 6 月 28 日判決、 

「事務取扱手引」 269 ぺージ参照 ) 。 したがって、 審査官は、 請求人が機会の 付与が 

なかったと主張してきた 場合に備え、 意見を述べる 機会を付与した 事実の証拠が 残る配 

達証明郵便で 郵送し、 証拠書類として 必ず保管する 必要があ るものであ る。 

また、 上記のそれが 請求人の権 利の侵害の有無に 係るものであ ることに対し、 労 審決 

第 11 条の規定による「説明の 聴取」に関しては、 芳書 今 上義務付けられているものであ 

るが、 説明の聴取方法については、 審査官が適当と 認める方法で 差し支えないとされて 

い ることから、 必ずしも証拠書類として 保管することを 要しないと判断し、 簡易書留に 

よるとしているものであ る。 
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( 鑑定人の意義 ) 
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吾 党蕃別第 5 条第 3 項の鑑定人とは、 鑑定した個人医師を 指す。 
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( 鑑定料及び意見書料の 取扱い ) 

問 49 鑑定 料及 び意見書 料は ついて具体的な 取扱いを 御 教示願いたい。 

① 鑑定 料スは 意見書料の会計支出科目上の 取扱いについて 

② 鑑定料及び意見書料の 額を決めるときの 考え方について 

③ 同一事案で補充意見を 求めた場合は 改めて 1 件として取り 扱うべきか 

④ 鑑定及び意見書の 提出依頼を行 う 際に病院等の 場合は病院長あ て依頼するが、 

総合病院に依頼する 場合、 例えば受診の 医科が 3 医科にわたる 場合意見書 等 はそれ 

ぞれの担当医科の 医師君のものであ る。 この場合の意見書 料等は 3 件の 60.000 円 乃 

至は 150.000 月 支払って差支えないか 

⑤ 鑑定 料 X は意見書料の 請求に際し、 審査資料作成実費としては、 初診 料 X は再診 

料が 請求された場合、 支払ってよろしいか 

答 ① 鑑定料及び意見書 料は ついては、 平成 8 年 7 月 24 日付け 基 登第 479 号に示され 

ているが、 鑑定 料は ついては ( 項 ) 業務取扱 費 ( 日 ) 諸謝金、 

意見書 料は ついては ( 項 ) 業務取扱 費 ( 日 ) 障害等級等認定 庁費 として取り扱われ 

た い 。 

( 会計上の証拠書類の 編綴に当たっては、 請求書を コピ 一の上、 コピ一について 謄 

本証明を行い、 原本及び謄本をそれぞれ 各項目ごとに 区分し、 必要な注を付して 保 

存しておくこと。 ) 

② 鑑定料及び意見書料の 額については、 鑑定又は意見を 求めるべき事案の 難易の程 

度 により定められるべきものであ り、 意見を求める 柏手方如何によって 定まるもの 

ではない。 したがって、 相当高度な専門的判断を 要する事案について 鑑定依頼をす 

るときは、 あ らかじめ金額を 定めた 上 依頼することとしてよい。 

③ 貴 兄 のとおり取り 扱って差し支えないが、 できる限り鑑定及び 意見書の依頼内容 

ほ ついては事前に 検討した ぅえ 、 依頼することが 望ましい。 

④ 鑑定及び意見書の 提出を依頼した 各担当医科の 医師に対して 鑑定料及び意見書料 

を支払って差し 支えない。 

⑤ 設問による実費については、 労 番台第 14 条第 4 項に規定する 費用として支払って 

差し支えない。 
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( 労審法 による旅費支給の 対象として竹添 人 が認められるか ) 

問 50 審査請求人に 受診命令を行った 場合、 請求人が単独で 歩行が困難なため 竹添 人 を必 

要 とするとき、 竹添 人 に対して旅費の 支給を行えるか。 

答 支給できる。 

なお、 労 審決 第 13 条の 2 及び 労審 金策Ⅱ条に基づく 場合の付 添人 に対しては、 労審法 

第 16 条にあ るとおり、 支給することはできない。 
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( 収監中の者に 係る鑑定の方法 ) 

問 51 監獄等に拘禁・ 収容されている 者に係る審査請求事案において、 審査請求内容 スは 

収集資料の不足等により 鑑定の必要が 生じた場合の 措置 ( 所 外に連れ出す 場合等 ) に 

ついて 御 教示願いたい。 

答 鑑定のために 拘禁・収容されている 者を監獄等の 施設外に出すことを 認めるか否かは 

行為に属すると 思われるので、 審査官は、 事前に電話等で 施設長に対 

して事情を説明し、 拘禁・収容されている 者を監獄等の 施設外に出せるか 否かを照会す 

ること。 内諾が得られた 場合には、 正式に審査官から 施設長あ てに依頼文書を 提出する 

ことになる。 なお、 施設長の判断により、 拘禁・収容されている 者を施設外には 出せな 

くとも施設内での 鑑定が認められることもあ りうる。 
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( 医師に対する 鑑定依頼によって 生じた事故の 責任 ) 

問 52  党審法 第 15 条に定める審理のための 処分として、 請求人に対し 医師の診断を 受ける 

ことを命じた 場合、 医師の診断の 過程において 請求人に死亡等の 事故が発生した 場 

合、 その原因が医師の 過失によるものであ る場合を除き、 その責任はそれを 命じた 審 

査 官が負わなければならないか。 

この場合あ らかじめ請求人から 事故発生の場合、 審査官に対し 請求権 を放棄する 旨 

の 文書を提出せしめることはできないか。 

 
 
Ⅰ
 
な
 
ま
 
｜
 
務
 
義
 
る
 
す
 
償
 
賠
 
を
 
損
害
 

の
 
そ
 

へ
ら
 

る
 、
 

ム
ル
 

あ
 
で
 
の
 
も
 
た
 
し
 
使
 
を
行
 

限
 
）
 

 
 王

家
 

は
国
 

官
 査
考
 

審
参
 

  

（
 

答
 

一 73 一 



( 鑑定を他の審査官に 嘱託依頼した 際の鑑定料の 支出 ) 

問 53  審理のための 処分の嘱託について 

労 審決第 15 条第 1 項第 3 号に基づいて 鑑定依頼を行 う 場合、 鑑定料の支出は 当然 嘱 

託局 で行 う べきものと解して 差し支えないか。 

答 鑑定については、 労 審決第 15 条第 2 項により、 他の審査官に 嘱託することができる 処 

分 とされていないので、 鑑定を嘱託することはできない。 したがって、 設問のように 鑑 

宅料の支出について 嘱託 局 で行うべきか 否かという問題は 生じないものであ り、 当然に 

労審法 第 15 条第 1 項第 3 号の処分を行 う 審査官の所属 局 で行うこととなる。 
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( 医 証は口頭意見又は 審理調書で処理できるか ) 

問 54 区証を求める 必要があ ると判断される 事案において 簡易迅速処理のため、 単に口頭 

意見だけで処理できないか、 やはり意見書等を 必要とするか。 

答 医学上の判断に 関する意見を 求める場合は、 証拠能力等の 観点から、 口頭意見あ るい 

は 審査官の復命 書 という形とするのではなく、 可能な限り主治医の 正式な文書を 徴する 

- と   

なお、 やむを得ず医師の 意見を審理調書として 作成した場合には、 当該文書に医師の 

記名・押印若しくは 署名を受けること。 

一 75 一 



( 複数の医師の 意見が異なるときの 取扱い ) 

問 55  障害補償給付に 係る審査請求事件につき、 主治医と同医との 意見が大きく 相違して 

いるなどのため、 他の専門医の 意見を徴する 必要があ ると判断される 場合に 、 他の専 

門 E の意見を求める 行為は、 労 審決第 15 条第 1 項第 3 号と同項第 5 号のいずれによる 

のが妥当であ るか。 

答 設問による趣旨で 専門 E の意見書を徴する 場合には、 労 審決第 15 条第 1 項第 3 号に規 

定する鑑定とみなして 差し支えない。 
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( 原 処分 庁 が地方労災医員協議会で 収集した意見書の 取扱い ) 

問 56 項処分 庁 において、 地方労災医員協議会に 意見書を依頼して 判断した事案が 審査 請 

戎事件となり、 同意見書が原処分 庁 より審査官に 提出された場合の 取扱いについて 御 

教示願いたい。 

答 審査官は、 原 処分庁の行った 労災保険給付に 係る決定が適法かつ 適正に行われたか 否 

か は ついて公正、 中立な立場で 審理を行 う べきであ るので、 原 処分が地方労災医員協議 

会の意見に基づいで 決定されたものであ っても、 予断をもつことなく 審理を行うべきも 

のであ る。 

なお、 地方労災医員協議会の 意見書は医学上の 高度な専門的知識を 有した者の協議に 

より判断が下されたものであ り、 審理上重要な 医託 となるべきことは 言 う までもない。 
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( 本国に帰国した 外国人に対する 東証等に収集 ) 

問 57 本国に帰国した 外国人より審査請求がなされた 場合、 二号 証 のみで審理をしてよい 

か 、 もし 医証等 両舌証を必要とする 時は、 その収集手続及び 方法を御教示顕 い た い 。 

答 審理に必要な 証拠資料の種類及びその 収集方法は、 事案によって 異なるものであ るが、 

この判断は審査決定を 行う担当審査官に 委ねられている。 本 事案のような 場合は、 審査 

決定に是非とも 必要な 医証 等であ るか否かを判断の 上、 判断に必要な 医証 等については、 

第一義的には 審査請求人を 通じて収集を 行 う こととし、 これが困難な 状況の場合は 既存 

の資料及び国内において 収集できる資料によって 審理を行われたい。 
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( じん肺の傷病等級決定事案に 係る医証の収集 ) 

問 58  じん肺の傷病等級決定に 関する判断の 証拠資料としては、 定期報告書添付の 診断書 

及び同添付資料によることとし、 審査官としては 請求人の聴取書だけに 止め、 特に他 

に 東証を求めることはせずに 処理して差し 支えないか。 

答 じん肺の傷病等級認定にかかる 判断の証拠資料は、 定期報告書に 添付された診断書皮 

び 同添付資料で 差し支えないが、 審査官が必要と 認めれば、 医 証を収集すべきであ る。 
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( 文書の提出命令による 具体的な文書の 範囲 ) 

問 59  労 密法第 15 条第 1 項第 2 号では、 審査官が審理のため 必要な限度においてできる 処 

分として、 「文書、 その他の物件の 所有者、 所持者若しくは 保管者に対して 当該物件 

の 提出を命じ、 スは 提出物件を留めおくこと。 」とあ るが、 文書とはどのようなもの 

を言い、 その範囲等について 御 教示願いたい。 

く 参考 ) 

近時、 審査官の提出命令に 対し、 守秘義務を理由として 診療録等の提出を 拒むも 

の、 又は診療内容を 簡易に文書報告する 傾向にあ る。 

このことは、 労災 法 第 49 条 ( 診療担当者に 対する命令等 ) では「診療を 担当した 

医師、 その他の者に 対して、 その行った診療に 関する事項について 報告、 若しくは 

診療録、 帳 簿書類、 その他の物件の 提示を命じ又は 当該官吏にこれらの 物件を検査 

させることができる」と 医師等が十分理解できるよ う 明文化されているが、 労 審決 

においては具体的表現がなされていない。 

答 設問の ( 参考 ) で示されている 文書、 その他の物件についても、 当然 労 審 決 第 15 条第 

1 項第 2 号に基づいて 提出を命じ又は 留置し得るものと 解する。 
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( 原 処分 庁 に対して文書提出命令を 行 う 場合の取扱い ) 

問 60 厘処分 庁 提出の意見書中の 処分に至るまでの 経過についての 記載が不十分なため、 

初診時の傷病名及びその 後の療養経過等を 明らかにするよ う原 処分 庁 に初回の休業補 

償 請求書写、 労災別集 ¥m 条の 2 の届書等を取り 寄せた い 場合次のどの 方法によるべき 

か 。 

① 理由を付して 意見書を原処分 庁 に差し戻す。 

② 関係書類の提出を 文書で求める。 

③ 口頭による要求のみしかできない。 

答 設問の如く、 原 処分 庁 が意見書において 記載した処分に 至るまでの経過を 裏 付けるた 

めに、 審査官が関係書類の 収集を職権 で行いたい場合には、 労 審決第 15 条第 1 項の規定 

に 基づき基本的には 例示②の方法によられた い 。 
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( 請求人 力，   審理のための 処分の申立てを 受けた場合 0 対応 ) 

問 61  請求人 

第 2 号の 

内容は 

提出方で 

はこの申 

が得られ 

  より、 労 密法第 15 条第 1 項第 1 号の処分 ( 参考人の審問 ) の申立書 

  処分 ( 文書提出命令 ) の中立書の提出があ った。 

  参考人として 関係者数名の 出頭を攻めて 審問、 数項目にわたる 関係 

あ る。 請求人は全項目にわたって 調査して欲しい 旨の申し出であ る 

し 田内容を全部調査しなければならないか。 ( 提出理由として 会社 

  ないためと申し 立てている。 ) 

及び同項 

資料等の 

。 審査官 

側の協力 

答 芳春 法 第 15 条第 1 項は、 「審査官は、 審理を行 う ため必要な限度に 

…の申立てにより ス は職権 で、 ・…‥処分をすることができる。 」旨を 

したがって、 審理のための 処分は、 あ くまでも審査官が 審理を行う 

したものについて 行えば足りるものであ る。 

て
し
 
に
 

 
 

  請求人… 

ている。 

必要と判断 
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( 請求人に係る 資料等の提出命令に 際して請求人本人の 同意の要否 ) 

問 62  1. 原 処分 庁 が業務上外の 判断のために 病院から提出してもらった 診療録、 看護記 

録について、 病院に対して、 審査請求事件の 審理のための 証拠として使用したい 

旨を申し入れたところ、 病院としては 差し支えないが、 審査請求人の 人格に問題 

があ るから同人の 同意を得ることの 条件が付されたが、 これについては 如何に取 

り 扱ったらよいか。 

2. また、 原 処分 庁が 、 「業務上体決定の 証拠に使用する」旨の 趣旨を告げて 提出 

させていた場合に、 これを審理の 証拠として採用するときは、 改めて病院側の 了 

解を得る必要があ るか。 

答 1. 審査官は、 職権 により関係者等に 対して資料等の 提出を命ずることができるわけ 

であ るから、 基本的には病院側の 意向に拘束されることはない ( 労審法 第 15 条第   

項 第 2 号 ) 。 

なお、 審査関係書類等は、 第三者に公開あ るいは閲覧されるものでないことを 念 

頭に対処されたい。 

2. 原 処分庁の段階で 証拠とされたものを、 審査官段階において、 証拠として採用す ま る と （ 審査官の裁量に 属することであ り、 関係者に了解を 得る必要はない。 
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( 文書提出命令によった 場合の コピ 一代等の請求の 取扱い ) 

問 63  党 審法 第 15 条第 1 項第 2 号の規定に基づいて 文書等の提出を 求めるに際して、 相手 

方 コピ一代、 郵送料を請求された 場合、 かかる費用を 審査関係諸経費支出科目では 支 

払 できないと考えるが、 如何。 

答 貴兄のとおり 

( 注 )  なお、 労 審決第 15 条第 1 項第 2 号に基づいて 提出を求める 文書等は、 通常、 原 

本 であ るため、 その文書等のコピーは、 行政 側 ( 審査官 ) で行 う こととなる。 

しかし、 実務上、 あ えて原本の提出を 求めるまでもなく、 コピ一で足りる 場合 

もあ ると考えるが、 その時は、 柏手方 く厩 E 療 機関等 ) の理解と協力を 十分得るよ 

ぅ 配慮すること。 
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( 審査請求の併合 ) 

問 64  審 
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されていた処分年月日は、 同人が不支給決定通知書を 紛失していたために 同 

とされていた。 ところが、 原 処分庁の意見書により 右 不支給決定年月日がそ 

なっていた場合、 労審決第 14 条の 2 及び 労審令 第 10 条による併合通知は 必要 

とも右と関係なく 事実認定において 叙述すれば足りるか。 
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( 管轄区域外における 審理のための 処分 ) 

問 65  審査官は、 持番 法 第 15 条第 2 項の規定によって 、 他の審査官に 同条第 1 項第 1 号 又 

は 第 4 号の処分を嘱託することができることになっているが、 審理のための 処分は担 

当 審査官自身が 行 う のが建前であ り、 この嘱託をしないで 自ら管轄外地域に 出張し 

て 、 これらの処分を 行うことができ、 また、 管轄外地域に 居住する審査請求人又は 参 

老人の出頭を 求めて、 これらの処分を 行うことも支障ないと 解するが如何。 

答 貴兄のとおり。 
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( 伝聞資料の取扱い ) 
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答 審査請求人等から 提出された文書等については、 審査資料として 検討すべきであ るが、 

質問の内容の 文書では証拠能力に 疑問があ るので、 医師の意見を 証拠として採用する 必 

妻 があ る場合には、 当該医師にその 内容を改めて 確認し、 その経過について 記録に残し 

ておくこと。 
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( 既に完結した 事件で収集された 証拠を後で同人からなされた 審査請求事件において 利用する 

ことの可否 ) 

問 67  既に完結した 審査請求事件 ( 以下「双事件」という。 ) の審理の際に 作成した聴取 

書の内容が 、 新たに提出された 審査請求事件 ( 以下「新事件」という。 ) に関係があ 

6 場合、 前事件の聴取書の 写しを新事件の 証拠として採用することの 可否について 御 

教示願いたい。 

答 審査官の行う 証拠調べについては、 労審法 第 15 条に審理のための 処分に関して 規定さ 

れているほか、 別段の定めはないが、 審理の公正を 図るため、 訴訟における 証拠調べに 

準ずる厳格な 手続によるべきであ る。 証拠調べの手続は、 証拠方法の種類によって 異な 

るが、 証拠能力についての 制限はなく、 また証拠能力は 審査官の自由な 評価に委ねられ 

ている。 しかし質問の 各内容については、 事件が相違したり、 また、 時間の経過により 

前事件と新事件の 聴取の内容が 請求人の認識により 相違してくることもあ るので、 前事 

件で聴取した 内容が 、 必ずしも新事件において 証拠能力があ るとは言えないが、 証拠 収 

集 の一方法として 聴取の過程において 使用するのは 差し支えない。 

審理における 証拠収集については、 審査官の職権 にゆだねられており、 審査官が必要 

と 認めれば前事件の 聴取書の写しを 新事件の証拠として 採用しても差し 支えない。 
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( 匿名の要望のあ る意見書等の 取扱い ) 

問 68 審理に当たり 医師や証人などから 匿名にして欲しい 旨の要望があ り、 これらの証言 

( 意見 ) を採用して決定書を 作成する場合、 どのようにすればよいか、 ( 採用する 以 

上 特定すべきと 思 うが 、 文書の表現上どの 程度まで記載すべきか。 ) 何か良 い 方法が 

あ れば 御 教示願 い た い 。 

なお、 決定書の作成においては、 証言など証人の 申立てを考慮して、 あ る程度、 間 

接 的な文章で表現し、 請求人の申立てを 否定する決定書を 作成したとしても、 再審査 

資料は調査書がそのままコピーされて 公開されることになり、 事後医師の協力が 得ら 

れず 又 証人と請求人との 関係が悪くなるなどのことがあ るが、 この点に何か 良い方法 

はないか。 

答 審理のための 処分について、 その柏手方たる 医師 X は参考人等が、 利害関係者に 対し 

て 匿名を希望する 場合であ って、 かつ、 当該処分の結果が 審査官の心証形成上有力な 資 

料 となるものであ る場合、 決定書において 引用資料として 採用する以上は、 匿名 スは抽 

豪的な表現にとどめることとなると、 利害関係者に 対する説得力が 后 忌まる結果ともなり 

かれないので、 審査制度の趣旨について 十分な理解を 得て、 匿名又は「専門 EE 」 「 同 

僚 」等の抽象的な 表現はさけるよ う に努められたい。 

しかしながら、 当該処分の柏手方の 氏名等を表示することにっき、 どうしても了解が 

得られない場合は、 決定書及び関係添付資料の 関係箇所を「専門 R?Es 」、 「同僚」等の 表 
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( 立入検査 の 内容 ) 

問 69  労 審決 

従事者に 

( 参考 ) 

業務 

代理人 

労審 

ている 

直接 質 

その 

ること 

第
 
6
 

 
 第
質
 

1 項 第 

事項に 

4
 
 
つ
 

号の処分を行 うに 際し、 代表 

い て、 制約が可能か。 

上 外の認定を争点として 審査請求する 事案が増 

) 側は、 事業場への立入調査を 審査官に要望文 

法第 15 条第 4 項では「これに 立ち会う機会を 与 

が 、 ここにいう「立ち 会う」場合に 請求人又は 

問する行為も 含まれていると 解すべきか。 

際 、 審理を左右するが 如き質問も出る 可能性も 

は 可能か。 

代理人 ( 弁護士 ) が 事業主、 

如 しているが、 請求人 ( ス は 

は要求する例が 増加した。 

えなければならない。 」とし 

代理人が、 事業主、 従事者に 

考慮されるが、 これを制約す 

答 持番 法 第 15 条第 4 項の規定の趣旨は、 審査官において 立入検査の申立ての 目的が達成 

されるような 検証を行うこと、 すな ね ち、 審査官が立人検査を 行うに当たって 当該中立 

てに係る審査請求人等から 随時調査の必要な 事項についての 摘示を受け、 的確に調査を 

行い、 当該事案に係る 問題点を解明することにあ り、 申立人自身の 直接関係者に 対する 

質問等までも 認めたものでないと 解される。 

したがって、 審査官に対し 申立ての目的を 達成するため 関係者に対して 質問すべき事 

項を申し入れ、 審査官自身がこれを 必要に応じて 関係者に質問することは 可能であ ると 

しても、 申立人から直接関係者に 対して質問を 行わせることは、 認めるべきでない。 
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8
 審査請求手続の 終了 
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( 審査請求人の 住所不明の場合の 決定 ) 

問 70 審査請求の受理後、 請求人の住所が 全く不明となり、 原 処分の決定資料のみによっ 

て 正当な判断を 表示することが 困難な場合 ( 請求人の症状について 鑑定を必要とする 

場合等 ) でも、 請求が適法であ る限り却下すべきでないと 考えられるので、 一応可能 

な 範囲内において 審理の上決定してよろしいか。 

答 貴兄のとおり。 
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( 審査請求と同時に 行政訴訟が行われている 場合の対応 ) 

問 71 審査請求事件については、 行訴法 第 8 条第 2 項により裁判所に 訴訟を提起された 場 

合 においても審理を 進行決定することとされているが、 判決と決定が 異なる結果とな 

こ る と も予想される 等により、 判決を待って 決定した方がよいのではないか。 

答 判決の時期に 左右されることなく 早期に決定されたい。 

なお、 決定前に判決により 原 処分が取り消され、 同判決が確定した 場合には、 請求 却 

下の決定をすることとなるが、 却下決定双に 審査請求人に 対し、 当該審査請求の 取下げ 

を 指導することが 望ましい。 
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( 審査請求と同時に 民事訴訟が行われている 場合の対応 ) 

問 72 第三者行為災害によって 業務上負傷した 労働者の療養補償給付請求に 対して監督署 

長は 、 加害者との間に 示談が成立しているとして 不支給処分にした。 これに対して 当 

該 労働者は処分取消しの 審査請求を行 うと 同時に、 その示談無効の 訴訟を裁判所に 提 

起した事件があ り、 この場合審査官は 判決を待って 決定すべきと 思われるが如何。 

答 判決の時期に 左右されることなく 早期に決定されたい。 

( 参考 : 平成 10 年度ブロック 審査官会議説明事項 ) 

民事先行事件の 対応 

1. 労働災害に係る 民事訴訟については、 昭和 m7 年の労働安全衛生法の 制定と軌を一にするか 

のように、 使用者の労働者に 対する「安全配慮義務」という 労働契約上の 労働災害防止義務 

が次第に判例のなかに 現れるよ う になり、 昭和 50 年 2 月 25 日の最高裁第 3 小法廷の判決「 自 

衛隊 車両整備工場事件」において、 いわ める「安全配慮義務」が 認められることとなった。 

現在では、 判例法としてもこれが 定着して、 安全のみならず 健康管理面においても、 使用 

者は「労働者の 生命及び健康等を 労働災害の危険から 保護するように 配慮を尽くして 労働 さ 

せるべき義務」を 労働契約の付随義務として 負い、 この義務を尽くさず、 労働災害が発生し 

た場合には「債務不履行として 損害賠償責任を 負 う 」ことが確立された。 

ところで平成 7 年現在の全国の 地方裁判所において 係属している 労災民事訴訟は 、 約 

1,200 件であ ったが、 権 利意識が発達してきたといっても、 わが国ではまだまだ 裁判を避け 

る傾向があ り、 労働災害が発生しても 話 合いによる解決がなされることが 比較的多いものと 

思われるが、 一方、 賠償請求額の 高額化と同時に 社会的に注目され、 今後ますます 使用者の 

民事賠償責任に 係る訴訟案件は 増加していくものと 思われる。 

2 審査請求事件の 中においても、 労災保険の給付めぐる 争いと同時に、 使用者の安全配慮 義 

務 違反を争っている 事件、 あ るいは既に判決が 出された事件を 担当されている 審査官もいる 

ことと 思、 3  0 

これらの事件は 、 
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Ⅲ 既に判決が出され 確定した事件 ( 和解を含む ) 

(2) 既に判決が出たが、 いずれかが控訴中 ( 上告中 ) の事件 

(3) 未だ地裁の判決の 出されていない 事件 

に 分類する事ができる。 

3. 審査請求人が 使用者の民事賠償責任に 係る訴訟を提起しているか 否かほついては、 審査 請 

求人及び審査請求代理人 ( 以下「請求人等」という。 ) から陳述等があ るか、 マスコミ等で 

報道されているか 等で知り ぅ ることとなる 他 、 審査官が積極的に 情報を収集する 以外、 把握 

する機会は少ないと 思われる。 

そこで、 請求人から聴き 取りを行 う 際に、 請求人等からこのあ たりの情報を 収集すること 

も 過労死事件や 自殺事件等を 審理するには 必要なことと 思われる。 

何故ならば、 原 処分 庁 段階で請求人から 提出されていない 資料や、 聴取書の内容と 法廷で 

の証言内容が 異なる場合等があ り、 審査官としてはいずれが 事実として認定するか 見極める 

必要もあ るからであ る。 

前述したⅢから (3) に分類した事件について、 如何に審理すべきか 述べることとする。 

Ⅲ 既に判決が出され 確定した事件 ( 和解を含む ) の審理 

① 判決書の収集を 行 う こととなるが、 請求人に有利な 判断がなされていれば、 通常審査 

官 が特に提出を 命じるまでもなく、 審査資料として 提出してくるのが 通例であ るが、 逆 

に 不利な判断がなされた 場合には、 審査官に提出しても 当然有利な方向には 働かないこ 

とが明らかであ ることから提出がなされることは 期待できない。 

このような場合には、 請求人が訴えた 相手方の事業場に 判決書を提出するよ う 要請す 

ることによって 解決できる。 

何れの場合においても、 判決書だけに 留まらず、 双方の準備書面、 本人調書、 証人 尋 

問 調書等も併せて 収集することとが 大切であ る。 

② 判決書 地 、 裁判に関連する 文書の収集が 完了した場合、 裁判所は何を 事実として認定 

したのかについて 審査官の行った 事実認定との 比較を行い、 審査官の事実認定と 異なる 

部分については、 審査官の収集した 証拠において 把握できないものか 否かを検証するこ 

ととなる。 

ア ・当然のことながら、 何を事実として 認定し、 どのように判断し 結論を導くかは 審査 

官の自由な心証に 委ねられているところであ るが、 既に司法機関において 確定してい 

るのであ るから、 判決書において 認定した事実について、 審査資料においても 把握で 

きる場合には、 決定書作成においても 一定程度尊重することが 望ましい。 ( 適宜引用 

されたい ) 
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イ ・判決 丈 において認定した 事実について、 当該部分について 他の審査資料から 把握で 

きない場合には、 決定を行 う にあ たり必要最小限の 部分について 判決書等から 引用し 

ても差し支えない。 

(2) 既に判決が出たが、 いずれかが控訴中 ( 上告中 ) の事件 

当然のことながら 確定していない 事件ということであ るが、 如何なる事実が 争われ又は 

争われていないのかについて、 既に出された 判決書や判決後の 双方の準備書面から 把握す 

ることとなる。 

審査官の審理において 何を事実として 認定するかについては、 判決書の中の「争いのな 

い 事実」の部分について 尊重して取り 扱うこととなる。 ( 適宜引用されたい ) 

決定に当たっては、 控訴審 ( 上告審 ) の判決が出る 前に決定することが 望ましい。 

(3) 未だ地裁の判決の 出されていない 事件 

これについても、 判決が出る双に 決定を行 う ことが望ましい。 

請求人等からは、 裁判所に提出した 準備書面や証拠書を 審査官に対しても 提出してくる 

が 、 審査官の審理においては 前述のとおり、 その証拠の採否に 当たっては自由な 心証によ 

ってなされるべきであ ることは言うまでもない。 

4. 審査請求人が 使用者の民事賠償責任に 係る訴訟を提起している 場合、 あ るいは判決が 確定 

している場合の 取り扱いを述べたが、 既に判決が確定している 場合 スは 確定していないが 

判決書中「争いのない 事実」としてその 内容が示されている 場合には、 適宜引用すること 

で審査官の審理の 一助とする事も 可能となる一面も 持っている。 

しかし、 未だ判決が出されていない 事件については、 事案によってはマスコミ 等による 

報道もなされ、 社会的関心が 高く、 審査官の決定についても 当然のことながあ 注目を浴び 

ることとなるので、 判決が出てから 決定を行 うと、 何かと判決と 決定の比較をなされ、 場 

合 によっては社会的批判を 浴びることもあ ることから、 可能な限り十分な 審理を行い、 判 

決前に決定することが 望ましいといえる。 

一 97 一 



( 再審査請求と 訴訟の関係 ) 

  
 
 

カ
 
れ
 
ず
 
 
 
Ⅴ
 
@
 

て
、
 

 
 
㍉
Ⅰ
 

@
 
お
 
ィ
し
 

 
 
ム
ロ
 

場
 

。
 

る
か
 

い
の
 

て
る
 

し
な
 

尾
と
 

 
 同

な
 

 
 
 
 諦
め
 

と
ど
 

求
は
 

 
 査
 
ム
ロ
 

番
場
 

再
た
 

る
し
 

け
定
 

お
確
 

 
 会
断
 

査
判
 

審
で
 
方
 

3
 
7
 
現
 
巳
 

答 1  裁判所の判決の 確定が、 審査会の裁決より 先にあ った場合には、 次のとおりとな 

る。 

① 裁判所の判決が 原処分の取消しであ ったときは、 審査会はもはや 不服申立ての 

利益が失われたとして、 却下の裁決をする。 

② 一方、 裁判所の判決が 棄却又は却下であ ったときは、 裁判所は、 その処分の当 

不当まで審理しているわけではないので、 審査会は裁判所の 判決に拘束されずに、 

再審査請求について 独自の立場で 請求の当否について 裁決を行 う こととなる。 

2  審査会の裁決が、 裁判所の判決の 確定により先にあ った場合には、 次のとおりと 

なる。 

① 審査会の裁決が 棄却であ ったときは、 訴訟の進行には 影響がない。 
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( 審査請求取下げの 事務手続 ) 

問 74  「審査請求取下げ 書 」については、 事務取扱手引審査様式第 17 号をもって定められ 

ているが、 審査請求人より 適宜の文書で 取下げの意思表示がなされている 場合はこれ 

を 受理して差し 支えないか。 

答 審査請求人が 提出した文書に、 労 番台 第 15 条の 2 第 1 項に掲げる事項が 記載されてお 

り、 かっ審査請求人又は 代理人の記名押印があ れば ( 代理人に よ る場合は委任状の 添付 

が 必要 ) 、 審査様式第 17 号によらなくとも、 当該文書を審査請求取下げ 書 として受理し 

て 差し支えない。 
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( 消極的決定の 内容 ( 障害等級の取消に 際し ) について ) 

問 75 審査官決定は 消極的であ るべきで、 例えば「障害等級は Cmo 級に該当する」とか 

「 00 円を支払うべきであ る」というような 積極的な決定はできないものと 理解して 

い るが、 取り消すべき 具体的理由として「障害等級は Cmo 級が相当であ るから取り消 

されるべきであ る」との判断を 記載するのは 積極的な決定になるか、 どうか。 

また、 このような場合は、 ただ「 原 処分は不適当であ る…」というよ う に記載すれ 

ば 足りるか、 どうか。 

答 主文については 異議 ( 不服 ) の救済に必要な 限度の消極的決定にとどめるべきもので 

あ るが、 理由として「障害等級 00 級が相当であ るから、 取り消されるべきであ る」 旨 

の 結論は差し支えない。 
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( 災害発生日が 確認できないことを 理由とする棄却決定の 是非 ) 

問 76  災害発生日が 明らかでなく 審理の上で支障を 来す場合があ る。 

例えば、 非災害性腰痛痒のため、 災害による負傷の 事実がなく、 医師より腰痛痒 と 

診断され、 その業務上付が 争点となる場合、 発病年月日は 何年何月何日頃 であ ると ぃ 

ぅ 請求人の申立てにより、 各医 証などを検討するも 発病年月日が 特定できない 場合 

は 、 棄却の理由にはならないか。 

答 発症時期の推定が 困難であ ることのみをもって 棄却とするのは 不適切であ る。 

当該腰痛に係る 療養の事実を 調査して判断されたい。 
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( 障害等級関係審査請求案件で 審理中に時効完成が 判明した場合の 取扱い ) 

問 77 障害等級関係決定 取消 審査請求事案で、 当該審理中に 労災 法 第 42 粂に規定している 

時効が完成していることを 発見した場合 ( 原 処分においては、 時効完成については 不 

支給と決定していない。 ) でも、 審査官においては 時効完成についての 決定は必要な 

い ものと思料するが 如何。 

答 時効完成のゆえを 以て棄却すべきであ る。 

審査請求の審理手続は 職権 主義を基調とするもので、 審理の対象は、 係争の処分の 当 

否を判断するに 必要な範囲全般に 及ぶものと考えられるので、 原 処分と異なる 理由によ 

ってあ るいは審査請求人の 主張する理由と 異なる理由によって 審査請求を棄却しても 違 

法 ではないと解される。 したがって請求人に 対してなされた 障害補償給付については 時 

効 完成により本来は 不支給とすべきところであ るが、 この場合においては、 不利益変更 

禁止の原則により、 請求人に不利益に 変更する決定はできないので、 当該処分を是認す 

るほとどまることになる。 

一 102 一 



( 原 処分 庁 、 請求人がともに 主張・判断を 行っていない 事項についての 審査官の判断の 要否 ) 

問 78  厘処分 庁 において業務上外の 判断のみで、 労働者性 ( 取締役等 ) の判断がされて ぃ 

ない場合において、 審査官が、 労働者性自体に 疑義があ ると考えたときには 審査官 

は 、 業務上界のみを 判断の基礎として 決定をしてよろしいか。 

答 審査請求の審理手続は 職権 主義を基調とするもので、 審理の対象は 係争の処分の 当否 

を 判断するに必要な 範囲全般に及ぶものと 解される。 したがって、 審査請求の争点が 業 

務 山外であ るとしても、 労働者であ るか否かは、 業務上 外 判断の双提要件であ るから、 

設問のごとき 場合には、 労働者性の有無についても 十分調査の上決定を 行 う のが望まし 

い 。 
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( 原 処分時に判明し 得なかった事実が 審査官の段階で 判明した場合の 取扱い ) 

問 79 再発、 治 ゆ ( 症状固定 ) が争点となっている 審査請求においては、 状況により証拠 

をとる時点は 流動的と思 うが 、 障害関係事件については 少なくとも 治 ゆの時点をとら 

え 残存する障害の 状態をもって 判断することとされている。 

ところが、 治の 時における残存障害に 対して、 頭蓋骨骨折による「神経系統の 機能 

スは 精神に障害を 残し、 服することができる 労務が相当な 程度に制限されるもの」 

( 第 9 級の 7 の 2) と原処分 庁 が認定している 場合、 その後審査官が 知り得た事実の 

中で、 請求人が視力の 低下を訴え、 治療した医師も 視力の低下あ りと所見し、 その 原 

因 が頭蓋骨骨折によるものと 診断したとき、 

① 視力については 治療の効果が 期待できるとして、 現在治療しているとすれば 再発 

なるか。 

② 効果が期待できないとすれば、 再発とは認め 難いので、 視力の減退の 原因を医学 

的に把握する 必要があ り、 もし、 頭部外傷、 頭蓋骨骨折によるものであ ると立証さ 

れれば、 たとえ 治の 時の視力の認定を 行っていなかったとしても、 審査官で把握し 

た 時点での視力で 判断せざるを 得ないが如何。 

答 1. 本件の場合、 冶の 時には視力障害が 認められなかったが、 その後視力の 低下があ 

り、 これが当初の 業務上の負傷に 起因するものであ って、 療養の効果が 望めると 医 

学的に認められるものであ れば、 本人の請求により、 原 処分 庁 で再発と認めて 処理 

することとなる。 

原 処分 庁 で再発が認められ、 療養中の場合の 審査請求の取扱いについては、 審査 

官は 、 当初の治 の 時の障害の状態を 評価すれば足りるものであ る。 

2. 審査請求に際し、 原 処分時に判明していない 障害の申立てがあ った場合は、 審査 

官 はこの障害も 含めて、 治の 時点の障害の 状態をもって 評価することとなる。 
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( 不利益 変     更 禁止 は 事実語   定 まで及ぶか ) 

問 80 

七生口 
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障早 

、 決定にお 

等級が結 
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善につ い 

  ける不利益変更の 

  論として 原 処分よ 

  分 よりも請求人に 
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  禁止は 、 例え 

りも下回らな 

不利な判断を 

  る 判断をする 

ば 障害等 

ければ、 

下したも 
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    級は ついての判断に 
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答 不利益変更禁止は、 事実の認定にまで 及ばないから、 個々の障害については、 原 処分 

庁 と異なる判断を 下しても差し 支えない。 

  

原 処分 庁が 請求人に対してなした 障害等級の認定が、 審査官の判断においては、 

当該等級に認定するに 達しないとした 場合でも、 結果において 請求人に不利益に 変 

更 する旨の決定を 行 う ことはできないので、 原 処分を是認するにとどまる。   
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( 争点が 複数 あ る 場合の決定の 主文 ) 

問 81 給付基礎日額の 改訂と障害等級の 変更とを求める 審査請求について、 原 処分庁の認 

定は障害等級については 正当であ るが、 給付基礎日額については、 審査請求の理由 ど 

おり改訂すべきものと 認められたとき、 審査官の決定文は、 「 原 処分の一部を 取り消 

し 請求の一部を 棄却する」ではなく、 「 原 処分を取り消す」となると 解してよいか。 

答 貴 見の と
 
おり。 

障害 ( 補償 ) 給付に係る処分 

部を取り消す 決定 ど なる。 

設問の場合、 決定の内容にお 

認定をし、 結論の部分において 

ととなる。 

は、 数量的に分割 可 

いては、 給 付
 
こ
 
 
 
件
 
要
 
の
 
断
 
キ
リ
 

  能 な処分 
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  昭 らしそれぞれ 

ではない 

熊
本
 

状
 

の
当
 

害
の
 

ので、 原 処分の全 
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( 決定書の「審査請求の 趣旨」欄に記載する 年月日 ) 

間 82  決定書の「審査請求の 趣旨」欄に記載する 千 " 労働基準監督署長が、 平成 0 年 0 月 

0 日付けで請求人に 対してなした 労働者災害補償保険法 ( 昭和 22 年法律第 50 号 ) によ 

る 休業補償給付を 支給しない旨の 処分の取消を 求めるということにあ る。 』の平成 0 

年 0 月 0 日は監督署長の「決定年月日」を 記入すべきか、 監督署長の「通知年月日」 

を 記入すべきか。 

答 審査会より決定書の「審査請求の 趣旨」欄に記載する 年月日については、 支給・不文 

給 通知書に決定年月日が 記載されていないものについては、 通知年月日を 記載するよ う 

に 要請されることもあ り、 支給・不支給通知書に 決定年月日が 記載されていないものに 

ついては、 通知年月日を 記載することが 望ましいが、 決定年月日を 記載したものが 誤り 

ということではない。 

なお、 通知年月日を 記載する場合においても「 0 年 0 月 0 日付けで請求人に 対してな   

した …Ⅰと記載すればよく、 特に「 0 年 0 月 0 日付けで請求人に 対して通知した…山と 

記載する必要はない。 
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答 併合の事案については、 「審査請求の 趣旨及び理由の 要旨」の項目の 末尾に「 当 審査 

官は、 これらの各審査請求について 併合して審理する 必要があ ると認め、 労働保険審査 

官及び労働保険審査会 法 ( 昭和 3U 手法律第 126 号 ) 第 14 条の 2 の規定によりこれらを 

併合して審理することとしたものであ る。 」と記載する。 
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( 「決定年月日」として 決定書に記載する 日 ) 

問 84  決定書決定年月日は 決定書原稿作成 口 、 謄本の送付 日 のいずれとするのか。 ( 謄本 

送付 日 とすると印刷の 期間だけ処理日数が 長くなり、 原稿完了 日 とすると決定年月日 

と 謄本送付 日 とに 10 日程度の差が 生ずることになる。 Ⅰ 

答 審査決定は、 審理が決定するに 熟したとき、 すなわち審理が 十分になし終えたと 審査 

官が判断したとき ( 持番法弟 ¥M 条 ) に文書によって 行うもの ( 同法第 19 条第 1 項 ) であ 

るから、 決定書完成の 日が決定年月日となる。 

なお、 実務上は、 謄本を送付できる 日をもっで決定年月日として 差し支えない。 

一 109 一 



 
 宜
 
し
 

査
要
 

審
は
 

 
 

 
 れ

る
 

こ
き
 

 
 さ

永
 

な
請
 

が
 

め
 

求
査
 

詰
番
 

査
再
 

審
 
：
 
Ⅰ
 ム
 

）
 

Ⅹ
 
Ⅰ
Ⅰ
 

1
 

性
 

テ
ヒ
 ム
口
 

い
場
 

要
 

っ
た
 

必
 

に
し
 

の
 
小
 

公
 
定
 

教
 

処
決
 

の
 

た
の
 

し
消
 

等
 

な
取
 

ム
ロ
 

場
 
の
 

 
 

定
 

分
の
 

処
庁
 

自
 
決
 

Y
 

煉
丹
 

取
 

処
 

1
 

の
 
分
 

5
 
8
 

処
 

目
 
丘
 

原
 
（
 

ものと判断されるが、 この場合でも、 再審査請求ができる 旨の教示をすべきもの 

か。 

例えば、 署長が審査請求人の 障害等級を m2 級の 12 と決定し、 これを不服とし 

て 、 審査官へ審査請求し、 その結果 原 処分取消しの 決定をなした 場合でも、 再審 

査請求ができる 旨の教示をすべきかどうか。 

2. 上記事案により、 原 処分 庁 が審査官の決定により、 再 支給決定 ( 障害等級 10 

級 ) をなした場合の 教示は、 当然、 審査官へ審査請求すべき 旨の教示をすべきと 

思料されるが 如何。 

3.  しかし、 原 処分 庁 が再決定したことと、 審査官がなした 取消決定の内容とは、 

同じであ る関係上、 この関連において 教示の仕方等に 疑義があ るが如何。 

答 1. 教示の必要はない。 

ただし一部取消しの 場合は、 棄却した部分について 教示の必要はあ る。 

2. 貴兄のとおり。 

3. 新たな処分が 行われたのであ るから、 行書法第 57 条第 1 項により教示は 必要であ 

60 
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( 審査請求後に 審査請求人の 住所氏名に変更のあ った場合の決定書の 記載 ) 

問 86 審査請求後、 婚姻等により 審査請求人の 住所氏名に変更のあ った場合、 決定書の住 

所 氏名の記載方法等について 教示いただきたい。 

答 婚姻等により 住所、 氏名に変更のあ った場合は、 戸籍、 住民票等で変更内容を 確認の 

上 、 変更後の住所、 氏名により処理すること。 
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( 決定書の記載する 参与の意見 ) 

問 87  決定書の作成に 当り、 参与の意見の 要旨の記載内容は、 簡単でよいか。 

各参与の意見が 異なる場合には、 その全部を記載する 必要があ るか。 

答 事件によっては、 参与の意見の 記載は簡潔なもの ( 各参与とも特に 異議がないような 

場合。 ) でよいが、 意見が異なるときは 要旨のみを記載されたい。 

( モデル決定書を 参考のこと ) 
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( 決定書 に 使用する印形等 ）
 

問 QQ l00  1. 事務 

ととさ 

官巨 『を 

2. また 

取扱手引 

れている 

使用する 

、 謄本の 

によれば、 決定書の署名押印における 印形は官印を 使用すべきこ 

が、 決定書の各 頁 間の割印、 訂正 印 、 謄本の場合の 証明もすべて 

ものと解してよろしいか。 

場合の各 頁 間の割印は事務簡素化の 見地から省略できないか。 
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( 決定による拘束力 ) 

問 89 項処分庁は審査官の 取 消 決定において、 その主文に拘束されることは 当然であ る 

が 、 その判断の根拠となった 理由についても 拘束されるか。 

例 障害等級 14 級の 9 の監督署長決定に 対し審査官は 原処分の取消しの 決定をした。 

この決定の判断理由において「神経系統の 機能に障害を 残し、 服することができる 

労務が相当な 程度に制限されるもの」 (9 級の 7 の 2) に相当する 旨 述べていたと 

ころ、 監督署長はこれを m2 級の 12 と決定した。 

答 決定書の拘束力については、 事務取扱手引において「 原 処分庁は決定理由中に 示され 

た判断を基礎に 改めて処分をしなおさなければならない。 」と記載されている。 

これは、 原 処分が取消された 場合、 原処分 庁 には決定書の「主文及びその 前提となっ 

た要件事実の 認定と効力の 判断」について 拘束力が生じるとの 趣旨を平易に 記載したも 

のであ る。 ( 決定の結論と 直接関係のな い傍 論や間接事実の 判断には及ばない。 ) 

つまり、 ， 取消 決定の拘束力とは、 当該 取消 決定を実効あ らしめるための 効力であ るこ 

とから、 主文のみに拘束されるのではなく、 それを導いた 個別具体的な 事由に係る判断 

( 通常はモデル 決定書で示す「結論」部分 ) までも拘束力が 反ぶということであ る。 

また、 設問の障害等級のごとくその 各等級に該当するための 要件が段階的に 区分され 

ている場合等に 、 主文のみに拘束力が 生じるのであ れば、 取消決定後も 請求人の地位が 

不安定な状況におかれ、 審査請求制度の 趣旨が大きく 損なわれることはいうまでもなく、 

決定の趣旨にそれない 処分が改めてなされた 場合は 、 再び審査官の 段階での 取消 決定を 

まめがれない。 
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( 審査請求は当該審査請求に 係る保険給付以覚の 保険給付の時効中断事由となるか ) 

問 90 療養補償給付について 審査請求をした 場合、 これに附随する 休業補償給付の 請求権 

あ るいは、 その傷病が治 の した後の障害補償給付の 請求権 等は時効中断となるか。 

苦 労災保険給付に 関する時効の 中断については、 労災 法 第 35 条第 3 項に定められている 

ところであ るが、 この時効中断の 効力の及ぶ範囲は 現に審査請求 スは 再審査請求がなさ 

れている保険給付に 係る請求権 に限定される。 

したがって 、 設問のような 場合には休業補償給付あ るいは障害補償給付の 請求がなさ 

れない限り、 時効は中断しないので、 時効によって 保険給付を受ける 権 利が消滅しない 

よう 、 請求人に対して 審査様式第 6 号の 2 により必要な 指導を行われた い 。 

( 参考 : 事務取扱手引 28 ぺージ参照 ) 
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( 代理人等が複数の 場合の決定書の 送付 ) 

問 91 1. 審査請求人が 弁護士等の代理人によって 審査請求した 場合には、 決定書の謄本 

を 代理人に送付しているのであ るが、 この場合に審査請求人に 対しても直接決定 

書 ( 写 ) を送付する必要があ るか。 

2. また、 代理人が複数であ って代表者が 定められていることきは、 代表者のみに 

送付することとしてよいか。 

答 1. 審査請求代理人は、 審査請求人の 委任により審査請求事務に 関する一切の 行為を 

することができ ( ただし、 取下げについては 特別の委任を 要する。 ) 、 決定書 ( 謄 

本 ) の 受領行為もその 権 限に含まれるものであ るため、 決定書の送達については、 

法律的には代理人に 決定書 ( 謄本 ) の送達を行 う ことで足りるが、 審査請求制度の 

趣旨からして、 当該請求人にも 決定書 ( 写 ) を送付することが 好ましいので、 代理 

人がいる場合にも、 請求人に決定書 ( 写 ) を送付するものとする。 

2. 貴兄のとおり。 審査請求代理人が 複数の場合の 取扱いたっけては 持番 法 上明文の 

規定はないが、 審理の迅速化という 観点から、 審査請求受付時において、 代理人の 

代表者を互選させ、 この代表者を 審理のための 通知夫もしくは 決定書の送付 先 とし 

て 審理を進めていくこととして 取り扱われたい。 
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( 却下の決定書を 原処分 庁 、 参与に送付することの 要否 ) 

問 92 要件審理により、 却下と決定した 場合決定書の 謄本は参与及び 原 処分 庁 に送付しな 

ければならないか。 

答 決定書謄本は、 持番 法 第 20 条第 1 項及び第 4 項の規定により、 請求人及び同法第 13 条 

第 1 項の規定により 通知を受けたものに 送付することとなる。 

本件の場合、 労審決 第 m3 条第 1 項により通知を 受けたものは、 審査請求書を 受理して 

いないことから、 そもそも存在しない。 

よって、 却下の決定書 ( 謄本 ) 参与及び 原 処分 庁 に送付しなければならない 義務はな 

ひ が、 原 処分 庁 、 参与に㌫決定書の 写を送付して 差し支えない。 
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( 決定書送付後に 審査請求人の 死亡が判明した 場合の決定書の 取扱い ) 

問 93  決定書を送付して、 初めて審査請求人が 死亡していることが 判明した場合の 決定書 

の 取扱いについて 教示願いたい。 

( 例 ) 

昭和 62 年 1 月 本案の決定、 請求人に決定書謄本送付。 

"  2 月 転居 先 不明で返戻。 

  // 住居先役場に 戸籍照会。 ア / 3 月 請求人死亡確認 ( 昭和 61 年 12 月 ) 。 

妻 とは、 10 年前離婚。 

子女 2 名 (20 歳以上、 独身、 戸籍上請求人と 同 籍 ) 

答 設問のように 審査請求の決定前に 請求人の死亡していたことが、 決定書の送付後に 判 

明した場合においても、 芳書法第 17 条の規定による 手続の受継の 措置をとることとなる。 

したがって、 設問においては 承継人を判断し、 その者に所定の 承継手続をさせたうえ、 

決定書の送付を 行うべきであ る。 

( 参考 : 問 16 審査請求人が 死亡した場合に 承継人となる 者 ) 
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( 請求人 0 ォ目元 己 する宿泊所の 女将への決定書の 送付 ) 

  問 94  障害に係る審査請求事件で、 審査請求書記載の 住所に決定書を 送付したが、 受取人 

なしで返送されてきた。 

その後、 請求人から新しい 居住地に送付してほしい 旨の連絡があ ったため新住所に 

送付したが、 やはり返送されてきた。 

新旧いずれの 居住地も宿泊所で、 請求人はこれらの 宿泊所を転々としている 様子で 

あ る。 

新居住地に電話したところ、 宿泊所の女将が「自分 宛 送付してもらえば 請求人が来 

たとき渡す」と 申し出ており、 当該女将あ て送付してよろしいか。 

答 新居住地 ( 宿泊所 ) 気付けで請求人あ て送付する。 送付する 

ことを証明する 文書を同封し、 請求人が受領した 場合、 これを 

とにより、 決定書を受け 取ったことを 明らかにすること。 

それでもなお 請求人が受け 取ることができない 場合は、 公示 

は
官
 

に
査
 

際
審
 

  請求人が受領した 

  あ て返送させるこ 

    送達を行 う こと。 
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( 請求人が決定書の 受取を拒否した 場合の対応 ) 

問 95 決定書を送付した ( 配達証明にて 請求人へ郵送 ) が請求人が受取を 拒否した場合、 

いかように取り 計らえばよいのか。 

答 審査請求人の 所在が知れないとき、 その他決定書の 謄本を送付することができないと 

きは、 公示の方法によってする と カ で き る と と ： ょ @ ている。 ( 労 審決第 20 条第 2 

項 ) 

一 120 一 



( 棄却の決定書に 再審査請求教示文を 記載し忘れた 場合の対応 ) 

問 96  審査請求人に 対し、 棄却の決定書を 再審査請求の 教示文を記載せず 送付してしまっ 

たが、 更正を行 う 必要はあ るか。 

答 審査官は決定に 違算、 書き損じその 他これに類する 明白な誤謬があ るときは、 いっで 

も 申立てにより 又は職権 で決定を更正することができるとされているが、 教示 文 たっけ 

ては上記「決定」に 該当するものではないので、 更正の必要はなく、 再審査請求できる 

旨 、 請求人に教示すれば 足り、 再審査請求となり 審査会に資料を 提出する際に 当該教示 

の事実を明らかにする 書面を提出すれば 足りるものであ る。 

一 121 一 



9
 舌 毒 査 請

 
求
 

一 123 一 



( 審査官 ）
 
 
 
Ⅰ
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問 97  1    審査官が行った 却下の決定の 取消しを求める 再審査請求は 適法 か 。 

2. また、 このような再審査請求について、 原 処分庁から意見書を 提出すべきか、 

審査官から提出すべきか。 

通常、 審査官の却下の 決定は、 原 処分の当否に 関係のない理由に 基づくもので 

あ り、 したがって、 審査官の決定が 取り消されても、 原 処分に直接影響すること 

はない。 また却下の判断となった 資料も、 原 処分 庁 はもっていない。 これらを考 

え併せると、 かかる再審査請求は 原処分 庁 よりむしろ審査官に 通知されるべきで 

あ り、 審査官より意見を 述べる機会を 与えられることが 相当ではないか。 

  

答 

  

1. 設問前段 ・の却下取消再審査請求は 

2, 意見書は、 現行法上原処分 庁ょ 

査 法弟 

る
 

適法であ る。 

り 提出 

  25 条 ) 。 また、 審査官   Ⅰ ィ 対して 

すること 

は 別途 

になって   おり、 必要であ る ( 労審 

    審査会会長ょり 当該再審査請求にかか 

決定書その他審査官の 所持する当該事件に 関する 

れる。 

証拠物件を送付するよ う 求めら 
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無関係と思 われる資料を 審査会 

問 98  事務処理手引 

を 遅滞なく送付 

これは、 請求 

差し支えないか 

( 具体例 ) 

脳出血で死 
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亡した労働者の 死 
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中で、 請求人主張の 根拠 

影響を及ぼさないと 認め 

と
ら
 

た
 

ち
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る
 

な
れ
 

  ものにつ 

のであ っ 
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( 審査会からの 再審査請求受理通知が 局長に通知される 意義 ) 

問 99 再審査請求事件が 受理された場合には、 審査会会長から 局長あ てに「再審査請求車 

件の受理及び 関係資料の送付 方 依頼について」が 送付されているが、 

① 局長は労審決第 40 条にい う 「再審査請求の 結果について 利害関係のあ る行政庁」 

と 解されているものか、 その根拠如何。 

② 「再審査に使用したすべての 関係資料」は 労審法 第 46 条第 1 項第 2 号の「文書 そ 

の他の物件」であ り、 その所有者は 局長と解してよいか。 

答 ① 局長は労 審法 第 40 条にい う 「再審査請求の 結果について 利害関係のあ る行政庁」 

には該当しない。 

しかしながら、 局長に通知するのは、 再審査請求事案についても、 その経過内容 

等について、 当然当該局長は 職責上了知しておく 必要があ ることから、 審査会会長 

名 をもって受理の 通知を行い、 併せて審査の 必要があ るので、 当該事件に係る 関係 

資料についても 送付 方 依頼しているものであ る。 

なお、 審査会裁決後において、 事案によっては、 行政事件訴訟になる 場合もあ る 

ので、 これらも考慮しているものであ る。 

② 局長は、 労審法 第 46 条第 1 項第 2 号にい う 「文書その他の 物件の所有者、 所持者 

若しくは保管者」と 解される。 
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審査官から   審査会に提出 する資料 1) 

問 100 再審査請求事件 で、 審査 

も 資料が送付されるので、 

( 原   処分庁の提出した 資料 

の 提出した資料 ) を 除     いた 

会 に審査資料を 審査官から送付する 場合 

審査官からは、 甲 ( 審査請求人の 提出 

) 、 丙 ( 審査官が収集した 資料 ) のうち 

甲 、 丙の審査資料を 送付すればよ いか 。 

  、 原 処分庁から 

した資料 ) 、 乙 

、 乙 ( 原 処分 庁 

答 資料の重複文   は 不足を 避け るため、 又は提出に 

と 十分連絡協議を 行 い 送付すること。 なお事務 

応 」及び「意見書作成   

適当でな い 

    取扱 

上の留意点」を 参照されたい。 

噴料 もあ るので、 原 処分 庁 

手引「審査官の 審査会に対する 対 
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( 審査官から審査会に 提出する資料 2) 

問 101  再審査請求事件について 審査会に関係資料を 送付する場合、 審査官が収集した 資 

料 で決定に際して 一部採用しなかった 場合、 これらの資料は 送付しなくてもよろし 

い か。 

答 審査会に資料を 送付する場合、 審査決定に当たり 証拠として採用しなかったもの ( 審 

査 に直接関係のない 資料 ) は、 送付する必要はない。 

ただし、 基本的には審査官が 収集した資料は 審査資料の項に 掲げることとし、 これに 

ついては、 全て審査会に 送付すること。 
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10  労働基準法上の 審査 スは 仲裁 
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( 労災 法 上の保険給付請求権 が時効完成している 場合の業務上体認定審査申立てに 対する取扱 

い ) 

問 102  手より、 所轄監督署長に 対し、 業務上界認定審査申立てが、 労基法第 85 条により 

あ った。 

これに対し、 監督署長は、 業務上外の認定を 行うことなく、 「中立に係る 業務上 

外の認定は既にその 請求権 が時効により 消滅しているものと 認められ審査できませ 

ん 。 」、 との通知を中に 対して行った。 

甲は 、 これを不当として、 審査官に対し、 「署長が時効を 理由に審査を 行わない 

のは承服出来ないので、 審査官において、 業務上外の認定をしてほしい」との 審査 

申立てがあ ったが、 次のどの方法により 処理すべきか。 

Ⅲ 署長が時効を 理由に審査を 行わない。 

(2) 署長は、 時効を理由に 審査を行わないことはできず ( そもそも労災保険給付の 

時効の問題は 生じない 為 ) 、 甲の申立てによる 業務上外の認定を 行 う べきであ 

る。 

また、 この場合、 審査官の処置は 次のいずれが 妥当か。 

㈹ 署長の審査を 前置していないので、 審査官において 審査ができない 目の通知 

を 甲及び監督署長に 対して行う。 

㈲ 署長の行政処分があ った時効の是非について 認定を行う。 

け 署長に代り、 業務上外の認定を 行 う 。 

答 監督署長の処理については、 争点が業務上外であ る以上、 貴風 2) のとおりであ る。 

審査官の審査仲裁については、 監督署長の判断の 前置が必要であ る。 

したがって、 後段については 貴兄㈲のとおりであ る。 
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ⅠⅠ そ 
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( 参与からの閲覧の 申 出 ) 

問 103  参与が審査資料の 閲覧を申し出た 場合、 審査官がその 閲覧を適当でないと 認めた 

ものについて、 閲覧を拒否できないか。 

答 参与は、 審理の公平を 保っため、 審査事件にっき 意見を述べることができ、 意見を述 

べるためには、 その判断の基礎となる 資料が必要であ るので、 審査資料の閲覧を 拒否す 

ることはできない。 
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( 審査請求人 スは 代理人からの 閲覧の申 出 ) 

問 104  審査官の審査記録は 請求人 スは 代理人から、 原 処分庁の意見書、 鑑定書等の閲覧 

の 中 出があ っても、 拒否して差し 支えないか。 

例えば、 請求人から監督署長の 提出した意見書、 立証 物 、 審査官が職権 をもって 

行った証拠調等の 内容を知る必要があ るから、 閲覧したいと 申し出た場合。 また、 

決定書謄本送付後も、 当然拒否できるか。 

谷 原処分庁から 提出された資料や 審査官が収集した 資料等について、 審査請求人及び 利 

害関係者から 閲覧の申出があ った場合の取扱いたっけては、 労 審決上に規定がなく、 ま 

た 、 労災 法 第 36 条は、 審査請求の取扱いに 関し、 処分庁からの 物件の提出及び 閲覧につ 

いて規定した 行書法第 33 条の適用を除覚していることから、 審査官はこれに 応じる義務 

はないとされている ( 札幌地裁昭和 52 年 8 月 29 日判決事務取扱手写 lP267 参照 ) 。 

しかし、 文書の開示に 関しては、 昭和 57 年 2 月 22 日暮登第 128 号 ( 改正平成 9 年 12 

月 25 日付け 基登 第 778 号 )( 事務取扱 手ョ l195 ぺージ参照 ) 等に示された 基準に従い、 

労働基準行政全体の 問題として対処する 必要があ るので、   審査官のみで 判断することは 

く 労災主務課長等 局 幹部と協議し、 対応すること。 
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( マスコミ等への 決定書配布の 必要性 ) 

問 105  審査官の決定に 当たり、 第三者 ( 新聞記者等 ) より決定書の 謄本を配布してくれ 

る よ う 依頼があ った場合、 配布する必要があ るか。 

答 審査官は決定書の 謄本を、 持番 法 第 13 条第 1 項の利害関係者に 送付しなければならな 

ぃ ( 労 審決第 20 条第 4 項 ) 。 

ここで いう 利害関係者とは、 法律上の利害関係者、 すなわち審査請求の 結果により直 

接自己の権 利義務に変動を 受ける者をかけ、 単なる事実上の 第三者は含まれず、 このよ 

う な者に対して 決定書を配布する 必要はない。 
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( 裁判所から聴取書等の 送付嘱託があ った場合の取扱い ) 

問 106  00 地方裁判所から 民事訴訟法第 226 条による、 審査請求事件 ( 決定 済 ) の 関 

係 資料 ( 請求人からの 聴取書、 同僚からの電話聴取書 ) の送付嘱託がなされたが 如 

何に対応すべきか。 

筈 本件のごとき 裁判所からの 文書送付嘱託については、 従来から昭和 57 年 2 月 22 日付け 

基登 第 128 号 ( 改正平成 9 年 12 月 25 日付け 基発 第 778 号 ) によるものとされている。 

そこで、 送付嘱託のあ った聴取書等についてみると、 審査官が職権 により関係者から 

聴取したもので、 被災者の日常生活、 職歴等の申述内容を 録 期 した内部文書であ り、 こ 

のうちには個人の 名誉、 プライバシー 等に属する事項等が 含まれていることから、 墓発 

第 128 号の記 1 に 該当するものとして 非開示扱 い とする。 

なお、 裁判所から、 原告の文書提出命令の 申し立てに基づく 「審尋 書 」が送付された 

場合には、 本省に協議されたい。 
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( 行政訴訟で二号 託 として決定書を 提出する際の 事務処理 ) 
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答 訴訟において 乙骨証の書証として 決定書を提出する 際は、 特段認証は要しない。 
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( 社会保険審査会からの 文書開示依頼 ) 

問 108  社会保険審査会から 社会保険審査官及び 社会保険審査会法弟 m0 条により 

① 原 処分 序 での処分内容 ( 特に医 証 ) 

② 決定書及び審査官段階の 医 証 

の 提出を求められているが、 どのように対応すべきか。 
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( 外国人審査請求人からの 審査請求の受付 ) 
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答 審査請求書に 記載された内容を 把握し、 審査請求を行 う旨 記載されている 場合には、 

当該審査請求書を 受け付け、 補正命令 ( 日本語 ) により翻訳文を 添付するよ う 指導する 

こと。 この翻訳文により 内容について 確認がとれた 時点で審査請求を 受理することとす 

る。 

なお、 審査請求を受付するか 否かの判断をするに 際し、 審査請求書記載内容について 

翻訳依頼を行 う ための費用は 雑役務費として 労災勘定業務取扱 費庁費 より出されたい。 

( 参考 : 裁判所法第 74 条、 民訴法弟 154 条、 民事訴訟規則第 3 . 133 条 ) 
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( 外国人審査請求人からの 説明の聴取 ) 

  問 110 審査請求人が 外国人の場合、 意見聴取に当たり 請求人が定めた 通訳をもって 聴取 
して差し支えないか。 

答 差し支えない。 
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( 外国人による 審査請求事案の 決定書を日本語で 作成することの 可否 ) 
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答 決定書については 日本語で作成されたい。 
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( 本国に帰国した 外国人労働者から 審査請求がなされた 場合の証拠調べ ) 

問 112  外国人労働者が 増加し、 本国に帰国してから 審査請求された 場合、 決定に当たっ 

ては、 国内で収集した 資料の範囲内で 決定書を作成してよ いか 。 

答 審理に必要な 証拠資料の種類及びその 収集方法は、 審査官に委ねられている ( 労 審決 

第 15 条 ) ことから、 決定において 不可欠なものであ れば収集するのは 当然のことであ る。 

設問のような 場合であ って、 請求人の本国でしか 収集できない 資料 ( 例えば請求人に 係 

6 区 証等 ) については、 第一義的には 請求人を通じて 収集を行 う こととし、 これが困難 

な 場合には、 既存の資料及び 国内で収集できる 資料によって 審理を行われたい。 

なお、 審理に当たっては、 請求人に対して 持番台 第 Wl 条の規定に基づく 説明を求め、 

請求人から 労審法 第 13 条の 2 の規定に基づく 意見陳述の申立てがあ った場合には、 意見 

を 述べる機会を 与えることとなるが、 請求人が審査官のもとに 出頭することができない 

場合には、 意見書をもってこれにかえるものとする。 

ただし、 請求人が意見陳述の 申立てをしたにもかわらず 何ら意見の陳述や 意見書の 提 

出 がなされない 場合には、 期日を決めて 文書による督促を 行い、 それでもなおなされな 

い 場合にはその 意思を放棄したものとみなし 決定されたい。 
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( 外国人による 審査請求事案の 氏名等の表示方法 ) 

問 113  外国籍の審査請求人に 係る決定書の 表示方法については、 氏名等をカタカナ 表記 

0 通称と外国語 ( アルファベット 等 ) 表記のいずれによるべきか。 

答 決定書に記載する 外国人審査請求人の 氏名については、 監督署における 支給・不支給 

決定の過程において、 既にカタカナを 付しているため、 特段の事情のないかぎり 当該表 

記をそのまま 使用して差し 支えない。 

しかしながら、 審査請求書に 記載された氏名が 外国語表記であ り、 かっ、 審査請求人 

より支給・不支給決定の 表記に異議が 出されているもの 又は審査請求書に 記載された 氏 

名が カタカナ表記であ り、 かつ、 支給・不支給決定書の 表記と異なるもの 等については、 

通訳及び覚国人登録証明書等を 参考に、 できるかぎり 正確なカタカナ 表記を決定し、 決 

定書において 当該表記を使用すること。 
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( 審査請求人に 対する労災保険 給   付の時効 ほ ついての注意喚起の 事務処理 

問 114  事務取扱手引によれば、 担当事件に関係する 保険給付について、 時効中断のため 

の指導を、 審査請求人に 対し行 う よ う になっているが、 具体的な手法 ( 文書様式 

等 ) を 教示願 い た い 。 

また、 審査官からの 指導により、 審査請求人から 署長あ てに請求書の 提出があ っ 

た場合、 これに対する 措置 ( ①審査結果が 出るまで受付後保留とするのか、 ② 直ち 

に 不支給処分とするのか 一 不支給処分とした 場合には再度審査請求されることも 

考えられる。 ) についても併せて 教示願いたい。 

答
 
1. 審査請求で時効が 中断されるのは、 審査請求された 当該保険給付事案のみであ る。 

したがって 、 審査請求の対象以外に 請求し得るものがあ った場合には、 請求人に対 

しては時効の 趣旨を説明した 上で、 時効にかからないように 審査様式第 6 号の 2 に 

より指導すること。 

2. また、 署に対し審査請求の 対象以外の請求行為があ った場合、 請求 物 が違えば調 

査内容等も相違してくることもあ るので、 適正給付、 迅速処理の点からしても、 一 

般の請求行為と 同様に処理すべきであ る。 
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( 新 ・ 旧 認定基準の適用 ) 
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苔 原処分 庁が旧 認定基準で判断し、 審査官が決定するまでの 間に認定基準が 改正された 

場合は、 新認定基準に 基づき判断し、 決定して差し 支えない。 
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( 不作為についての 不服申立て ) 

問 116  審査請求人に 対して「相当期間内に 決定しないとき」とは、 何日間であ るのか、 

しかしてその 始期はいつか。 

また、 請求人から労働大臣に 対して行書法第 7 条の規定による 審査請求がなさ 

ね 、 大臣が、 「相当の期間の 経過があ った。 」と認めた場合に、 当該審査官に 対し 

て 、 どのような処置がなされるのか。 

答 1. 審査官の事務については、 持番 法 第 4 条によりその「迅速」 な 処理を要請されて 

いるものの、 具体的な事務処理期間については 特に定めがない。 したがって、 審査 

官の事務処理についての「相当な 期間」とは、 社会通念上当該審査請求を 処理する 

のに必要と認められる 期間であ り、 個々の事案の 性質により異なるため、 一律に 具 

体 的な日数を考えることはできない。 なお、 始期は審査請求を 受け付けた日であ 

る。 

2. 労働大臣が「不作為があ った」と認めた 場合、 行書法第 51 条第 3 項により裁決で 

その旨を宣言するとともに、 審査官に対し「すみやかに」決定を 行 う べきことを命 

ずることとなる。 

この場合、 審査官は早急に 審理を進め決定を 行わなければならないが、 その場合 

でも正当な又は 合理的な理由による 遅滞は許されるものと 考えられる。 
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( 審査請求の期間徒過の 場合における 救済方法 ) 

問 117  審査請求の期間が 徒過した場合、 行政処分の取 消 訴訟又は民事訴訟による 請求人 

を 救済することができるか。 

苦 行政処分は、 無効原因となるような 重大かっ明白な 暇 疵の存在がな い 限り、 審査請求 

期間の徒過により、 その効力をもはや 争いえないものになり、 処分は一応確定する ( 処 

分の不可手力 ) 。 そして労災保険法第 37 条により審査請求を 前置せずに行政事件訴訟に 

よって処分の 取消しを求めることはできず、 また、 保険給付請求権 は、 支給決定によっ 

て具体的に権 利として定まるものであ るため、 支給決定を経ていない 以上、 民事訴訟に 

よりその給付を 求めることはできない。 
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( 労災保険審査専門調査員による 参考人からの 聴取 ) 

問 118  労災保険審査専門調査員 ( 以下「調査員」という。 ) に参考人からの 聴取を行わ   

せることができるよ う 検討されたい。 

答 調査員 は ついては、 事務取扱手引 112 ぺ ー ジに記述されているとうに、 あ くまで審査 

官の事務の補助者として 位置づけられているものであ り、 参考人からの 聴取は、 労 審決 

第 15 条に規定されるとおり 審査官の職権 に係る事務であ ることから、 聴取の事務は 行え 

ないものであ る。 

ただし、 労 審決 第 m3 条の 2 に規定する請求人の 意見陳述の録 取は ついては、 調査員が 

行っても差し 支えないが、 審査官の立会い、 請求人等の陳述の 様子を十分観察するこ 

と。 

( 審査官の審理においては、 審査資料のみならず、 陳述の際の挙動等までも 総合参酌 す 

るといった、 微妙複雑な心証形式を 要する場合があ る。 ) 
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( 聴取書等の作成時における 補助者の活用 ) 

問 119  聴取書等審理調査の 際に、 補助者を置くことはできないか。 

答 聴取書の作成者 ( 審査官 ) の補助者として、 局職員又は労災保険審査専門調査員をあ 

てることは差し 支えない。 この場合、 補助者が自ら 単独で聴取を 行い得ないことは、 い 

うまでもない。 

なお、 聴取書末尾に 審査官氏名 印 の決行 に 補助者について「 上 補助者氏名・ 印 」の記 

載を行うこと。 この場合、 補助者の選定に 当たっては、 原 処分段階において 本件事案 処 

理 に関与した者を 除くものとし、 かっ、 聴取書末尾の 補助者氏名には、 所属 局 名及び 官 

名 のみを付するものとし、 職名は付さないこと。 

また、 立人検査等のその 他の審理のための 処分についても、 審査官は、 その指揮命令 

するところによって 補助者を用いることが 可能であ る。 
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( 取消 決定と診療費請求権 の時効との関係について ) 

問 120  業務上 外 を争 う 請求人が、 事業主の証明を 得ないまま、 療養補償給付たる 療養の 

給付請求書のみを 監督署に提出し、 監督署長はこれを 業務 外 と認定し、 不支給処分 

した。 

これに対し審査請求がなされ、 その結果 原 処分を取り消したが、 それまでに相当 

期間を要し、 既に診療行為から 3 年を経過していた。 

診療費 ( 医療機関 ) については、 労災として請求することとなるが、 この場合の 

時効についてはどのように 取り扱うか、 教示願いたい。 

答 指定病院等の 政府に対する 診療費請求権 は、 保険給付を受ける 権 利ではないため、 労 

災保険法第 42 条の時効とはかかわりなく、 国公立の医療機関を 除き、 民法第 170 条に 

定める 3 年の短期消滅時効の 適用を受けるが、 その進行については、 「権 利 ラ 行使スル 

コトヲ得 ル侍 ョリ 進行 ス 」 ( 民法第 166 条第 1 項 ) るところから、 本件についていえ 

ば 、 原 処分の取消しを 受けて行われる 新たな決定 ( 支給決定 ) がなされた時から、 時効 

が 進行するものであ る。 

なお、 この時効の進行を 妨げ得るものは、 法律上の障碍に 限られ、 かっ、 権 利者の不 

知は進行を妨げ 得ない。 
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( 原 処分の執行停止 ) 

問 121  項処分の執行の 停止について、 説明願いたい。 

苦 労 審法 第 14 条第 1 項ただし書に 規定する執行停止制度の 趣旨は、 行政処分の執行木 停 

止の原則が貫かれると、 せっかく不服申立てが 認容されても、 処分の執行により 著しい 

損害を生じ、 もはや権 利救済の実効が 期し難 い 場合が起こり 得るので、 審査請求人の 権 

利 保全を確保するために、 処分の執行停止を 実現することによって、 未然に回復し 難い 

損害の発生ないし 拡大を防止することにあ る。 

しかしながら、 労災保険の保険給付の 場合、 原処分の執行を 停止する必要のあ る事例 

は 、 皆無であ ると考えられる。 
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